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第2回原産年次大会概要報告

開催の趣旨

　本大会は，臼本原子力産業会議の重要事業の一つとして，原子力産業全

般の政策・経営問題を中心に意見発表と討論を行なって産業界の見解を広

く内外に宣明し，関係者の意思疎通と開発意欲の昂揚を図るとともに，原

子力開発に対する国昆の理解を深めることを目的としている。

開催までの経．過

　第2回原産年次大会の開催にあたっ・ては，その二三を具体化するため，

昨年10月に産業界ならびに学識経験者からなる準備委員会を設置

した。準備委員会では，第2回大会の閣催・方式，テーマ，内外の

諸会議との関連など基本的・な考え方を討議し，この年次大会が，将来，わ

が国全体の乙子力大会ともいうべきものに発展することを期待して，その

方向で講想を固め，内容の検討を重ねた。とぐに，日本原子力学会が中心

となり，関連学協会との共催のもとに1本年2月開催され’た原子力総合シソ

ポジ西ムとは，内容についての調整をはかり，あいおぎなって原子力開発

に資することとした。

　大会は3月4日（火），5ヨ（水），6日（木）の5日闘「にわたり，東

京都千代田区平河町の日本都布センターにおいて開催され，1参加者総数は

6フ5名にのぼった。
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矛2回原産隼次大会準備委展会委轟名簿
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三菱原子力．工業株式会社会長・

電気事業連合会副会長

東京電力株式会社常務敗締役

関西電力株式会社副社長

中部電力株式会社副社長

日本原子力発電株式会社常務取締役

電源開発株式会．社副総裁’・

円本原子力研究所副理事長1』・

動力炉・核燃料開門事業団副理事長

八幡製鉄’株式会社副社長

株式会社積立製作所専務取締役

住友電気工業株式会社常務取締役

東京大学工学部数授’

オブザーバー

田　中　好．雄　　科学技術庁原子：力局次畏

大永勇項作　通商産業省大臣官房総合エネルギー政策課長
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大・会・成・果　の　要約

　錦2回大会を省みて，いろいろな特微を指摘するζとができ・る。

　まず，今回の大会全傭を通じて，原子刀開発は，その実体に訟いて，着

実に前進を続けていること，これに伴なってわが国、の原子力産業界は，抽

象的なものではなく，実際に仕事を進める上での具体的．問題に逢蕎して蔚

り，した渉って，強力な原子力．、産業の確立が今，是非とも泌要であうと感

じられた。

　すなわち冒頭の原産報告で，原産の橋本代表常任理事は「今を措いて，

その時期はない」と強調し，製造工業代表±光東芝社長は，そう・いった認

識に立っての産業界の心構えと，この意欲を無為に終らせないための，関

係各界の協調の必要．．性を指摘した。、

　アメリ’力原子力委員会のコスタリオラ委員は，・米国の漂子力供給産災の

現状と今後についてのべたが，その中で，二子刀開発は圏際性を抜いては

考えられず，したがって国醗三二が極め・て童要だがジ同・時．にf自・・申．かつ公

正な競争」の原趣が尊ばれるべきだと．強調した。．こ、れもわ・が産業・界にどっ

て，そのよう』な国際競争に伍して行けるような真の実力が必要であること

を痛感せしめたものである。

　二？のパ11ネツヒ討論会があ与，まず「ナシ．：ヨナ・ル・プロ，ジェク・卜」之いう

形で，、この簡題・が長期的槻点からの自主技術の魍発推進問題と．して取扱わ

れ，ついで「国際化閥題と開発環境」という中期・短期的観点から充実し

た討論が．行なわれた。

　中央電力協．議会山崎氏から，電力10力年計画と原子方発電の見通しにつ

いての説明があり，衰えを見せ．ない電力需要の伸びと，ますます強まる原

・子：力発電岱の期待とから，いよいよ国塵化間題の重要性が痛感された6

．・D原電，1欄、電，東電の各講師から，現在進渉中の軽水型発電所の建設状況

．につい・て報告一された。ζれら5基の発電炉の経験は，後に・続’く・諸計面にと

って大きな参考になる㌦ものと思われた。

　燃料問『題については，ウ．ラン資源の長期安定的羅保，．澄よ、び目下盤界中

一5一



の重要テーマとなっているウラン濃縮とその周遊の問題について，それぞ

れ専門家：から報告がなされた。

　原産の各種委員会，懇談会の中から，検討結集の集約されたもの7件

（原子力第て船の建造，原子力第2船以降の問題，RI・放射練の鉄鋼業

への利用，R王・放射線の土木建設業への利用の現状と間題点，RI・放

射線機器工業の現状，原子炉の鉄鋼業への利用，原子炉の海水脱塩ならび

に化学工業への利用）についてそれぞれ報告があった。発電のみならず，

原子力船，RI・放射練，多目的利用原子炉，と編広く多蚊にわたる原子

力産業の大きさを感ずるとともに，これらの分野でも着手できるものを積

極的に求めて，実用化に進むべきであることが痛感された。

　原子力委員会山田委員から，「原子力開発と社会」と題する特別講演が

あったが，安全性に関する闘題を中心に，政策的，社会的角慶のみならず，

技術的その他あらゆる分野での閥題を，きわめて広汎にわたって書及され

た：。

　国土総合開発審議会平濁会畏は原子力立地問題は従来の産業では見るこ

とのできないユニークなもので，産業と一般社会とが調和のとれた進み方

を示す最初のものになれ1ること，したがってその方向で一層の努力が必要

なことを強調した。

　放射線化学の分野での発展とその国際協力について宗像原研理事長は，

この分辱での重要な問題を明確にのべ，発電の分野の闘係者．からみても示

唆に満ちた内容で． ?った。

　最終日は，海外からの5人の権威者による招待講演で，高温ガス冷却炉

を中心に，イギリス，西ドイツ，アメリカのガス炉の開発について，AEA

のム←ア藁氏，BBC・クルップのミュラー氏1，　GGAのドホフマ｝ソ氏・から，

それぞれの顕著な進歩ぶりが聞かれた。冒頭，松根副会長演イッ：ト’ロダク

シ・ヨソでのべたように，ガス炉に対する関心を持ち続けるこ・どは必要であ

って，これら三力国に澄ける精力的な開発に注目し，日本と・しでどうする

かの判断の時期を見誤ってはならないと感じられた。

　重水の製造に関しフランスCEAのピアテイエ氏は，他の国の方法と異
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なり，アンモニア工場との組合せでできるフランス：方式のプラン』トについ

て興味ある内容の講演を行なった。

　高速炉開発に関しては，アメリカのエジソン電気協会を代表してPGE

社シブレー氏が，開発の現状と分析についてのべた。アメリカでは，政府

と畏間の両建てで，層の厚いしかも有機的な計画が進められて齢り，長い期

間と多額の資金を要する高速炉の分野では，研究開発の段階から∴国際悶

協力を含む多角的な協調が重要であると感じられた。

一5一



距
議長　横山通夫氏（中部電力株式会社社長），

は，じめ．1も日本原子雁業傘議菅禮之助会長が開会の挨拶を行ない・つ

づいて！第2回大会攣備委員長並幅氏の準備経過報告ののち・科学技術

面長窟・原子力委員長と．通商産業大隠か．ら祝辞がのべられた。

原産報告　　原子力産業の現状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　目本原子力産業会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表常任国事　橋本清之助氏

　1．　わが国の懸子力開発は実用期に入り着実な前進を続けている。これ

を原子力発電でみると，現在，稼動中の1基のほかに5碁約240万KWが

建設中であり，44年慶には4基約250万KWが着工される予定となって

いる。犀平均300万～40D万K：Wの歎規着工が普逓に感じられるのはもう

すぐ先のことである。

　a　5年前，原産の開発計画委員会吉村部会が，政府の総合エネルギー

計画，改訂原子力長期計画にさきがけてこれを上廻る計画（60年慶の原

子力発電開発規模約4300万KIW）を発表したが，実瞭の開発担当者であ

る産業界は3年前と変らぬ開発意欲を計画に示している。

　5　この漂動力として，開心着手以来10年余にわたりかん難，試練に耐

え，大規模な研究開発投資を含めての能力培養と環境充実とに専心してき

た関係産業界の努刀の結果と，これにより海外先進国で実証されつつある

原子力発電という大型技術を迅速に取入れ消化する素地を作ってきたこと

があげられる。

　4・　原産が実施している原子力産：業三態調i査に，この辺の事情が如実に

現れている。今回の調査では，まず原子力発電所の本格的な建設を反映し

て，民間企業による全支出高は前年慶の約2倍で550億円（うち電気事業

一6一



は前年慶比5倍で．四丁50億円）乏なり，・大型化の様絹を呈してきたことが

第一にあげられ：る（同年度の政府原子力予算は約17e億円で鉱工業の支出

高とほぼ同程慶）。

　第二蕉上げられるのは，原子力が実用期に入ったこの段階でも，な澄，

鉱工業支出に占める研究支出のウエイトが高いことである（一般産業の平

均1％に対し原子力50％）。

　第三に，実用期の順調なすべり出しにより，将来の見通しに確度が得ら

れ易くなったことが指摘できる。4e年度までの調査では，将来見通しの

予灘数値は年によって大きくパラッキを示していたが，今回調i査での今後

5年間の予灘数値は前年度（4哩年度）の予灘ときわめて一致した成長曲

線を示している。これは，原子力産業をとりまく諸二三に安定慶がくわわ

り，産業基盤も充実化の方向に向い，産業界に自信が生れた証左であると

いえよう。

　5　わが国の原子力開発上の闘題点を考えるため，海外の主要な動きに

眼を転じてみる。昨今やや沈静したとはいえ，1965年後半から米国で起

った軽水型発電炉の爆発的発注（約50カ月闘で60基，5，000万KW）

は，米国に齢いて軽水炉が在来火力と完全に比薦しうる市場牲を獲得し，

その地位を確立したということができよう。

　ム　ウラン減縮の闘題であるが，現在猿子力発電用の濃縮ウランを大量’

に，経済的に供給できるのは米国だげである。しかし，米国の濃縮ウラン

供給能力は，米内外の需要増大傾向から現有設備では19ア0年忌に不足す

ることは明白である。元来，エネルギー資源のような基幹的物質の供給元

が｛ヵ所しかないという状態は努ましいものではなV㌔欧州では濃縮ウラ

ン供給の全面的対米依存を避けるため，かつまた，ウラン濃縮事業に要す

る資金，技術の大きさから判断して各国共同で一つの濃縮施設を作らうと

いう考え方があり，・．この問題はわが国にとって重大な関心事であるといえ・

る。．．

　ス　高速増殖：炉を含めての新型炉の研究開発は，核燃料の一層の有効利

用，全体の経済性の向上ジ自国の製造工業の能力開発等をねらいとして主
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要先進国で行なわれている。わが国でもエネルギー供給の安全保障の手段

としての見地から，動燃事業団が中核体としてこの路線に沿bた開発を遂

行して涛り，民間産業としても全面的に協力している。

　a　以上述べた如く，わが国の源子力産業は国内的ジ国際的背景の中で

一つ一つ解決しなければならない問題を数多ぐ抱えている。㌦

　しかし，基本的な点は，現実に増大していくエネルギ十需要に対処して，

妥当な範囲で当面の源子力発電計画を間違いなく遂行していくこと；とれ

と並行して薪型炉めための自主技術の開発を進め，先進国のレベルに追い

つ『ｭとと，これらを可能ならしめる核燃料サイクル全般にわたる麗業を国

際レベルで確立することなどであるうと思う。換言すれば，国際競争場裡

に澄いて十分通踊する強力な原子力の製造工幾が確立されねばならないと

いうことである。

開会総会招待講演

　　　　　議長　駒井健一郎氏（株式会社日立製作所社長う

原子力開発と社会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力委員会・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員ジ由田太三郎氏

　t　立地・安全問魎

　昨秋開催ざれた世界フォーラム大会のパネルセッションー「松heAt輪

＆The－Publllc」でのスイス代表の登言によると，・』’「原子力施設立地に対

するスイスの公衆の受入れ方は良嬉であ膀．いまだかbてPRの専門家を

必要としたことはないQ』これはスイス国民が権威に信頼を渣く「．傾向をもち，

また新技術を受入れるのに容易な国民性をもっているからであろう」との

ことである。　　　’　　　　　　　．　・

　しかし他国は必ずしもこうでなく，各圏民性によってかなりの違いがあ
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るようである。

　最近，各国に知いて火力の公害問題がクローズ・アップされ，亜硫酸ガ

スの規制の問題からサイトの獲得は難しいようである。

、中央電力協議会発表の45年慶電力長期計画をみるとヂ原子力開発にか

なりのウエイトの高まりがでているが，これ嫁原子力の経済性の見通しに

明るさを加え1たこともさることながら，火力の公・害防止対策によるコスト

・アップも反映しているとみられる。しかし，日』本の原子力立地は．スイス

のように容易に運べるものではない。総理府が昨年行なった「二子力平和

利用に関する世論調査」でも，国民一般の原子力に対する理解は不十分で，

これに加えて日本は漁業のウエイトが高いという・立地上の問題点があり，

苦心を要するところである。

　フォーラム大会で米AECが発表した「Nuclear　Ihdu就ry一「4968

年」では，「過去10年．間漂子力発電に関する事故はなかったポUだがっ

て，保険料はそ一蕩懸払戻しさ禍．こ一三原子力’購が安全である証

左である」と述べられている。しかし・，安全二二は実際的1ごは事故が生じ

てなくとも，理論的にリスクとして存在する限り襖重を期す必要があるわ

けである。

　わが国には原子炉安全専門審査会が設けられているが，これは中立性を

まもることが標榜されて．於り，public機構だがその審査結果は尊重され．，

変えられることはない。　　　　　　・　　　　　’

　安全審査につ・いて米国と羅本の絹違をみると，米国は1施設の審査に

11～12カ月かかるが，類本は5～6カ月である。この期間的問題は資

金的な面その他影響の大きい間魑である。この差の理由として　④米国の

ほう1が申請数が多い。②メンバーが米国の1s人に対して日本は50人な

どがあげられる。まだ，日本で建設する軽水炉は米国などから導入するも

のが多くデー一・タ上の問題でスムーズに運べるということもある。1このほか，

米国では公聴会（窪～2カ月）を必ずやるが，日本はケース・バイ・ケー

スでやる。

　安全聞題については，過去致命的な事故がなかったために，基本的な考
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え方は各国でまちまちである。欧州ではサイトの広さのウェイトは小さく，

デザイン，オペレーショ’ソに重点を嘉いている・。そして確率の低いものは

除外する方向をとっている。米国はこの逆で，「あうえないことはない■

という厳しい条件の下Maxi瓢um　Credible　Accident　以，上にDesign

Base　Accid6nも的な考え：方をとっている。　日：本は．米薗「に近1い考え・：方を’と

っている。ソ連は確率の低いも1のを考えない穫慶は欧州以上である・。．コン

テナーもほとんど存在していない。

　わが国の立地基準，機器基準，事故の考え方等については昨年設置し「た

原’子力委員会の動力炉安全基準専門部会で検討されつつある。

　一方，米国に訟ける原子力発電所の爆発的発注は昨年に入ってやや沈静

化したが，この理由としてコストの上昇と安全許可が厳しくな6：だごとが

あげられる。AECは」一昨年から非常冷却系の強化の’方針を打出し，この

結果としてのSafety　costの追加がかなりの影響を及ぼしでいる’の・であ

る。軽水炉の安全対・策、上の計上コスト』は20～25ト’ル／K：W，火’力は20

ドル／KWであった。原子ヵは前述の非常冷却系の強化により・25「ド幽ルー以

上になっているで、あろう．がレ火力もair　po痴ti◎n等の対策支出が上廻

っているので似たような線になっていよう。

　漂子力と火力の関係を単なる経済性だげでなく，公害，港湾・輸送設備

や外貨問題等を含めた1社会コストの観点でみると，原子力有利の線が出ざ

れている。昨年のATO皿誌丁τ月号では，原子力と火力の単なる．比較だ

けでなしに，社会的にいろんな面からとらえたs¢c幟d・庸yc飴t・を定・量

化して出す手法がとられている。

　2・　放射性廃棄物の処理，処分

　再処麓は核燃料の有効成分の再使用’をねらいとするものである・がジ燃料

サイクルの本筋はP昼依存にあると考えられ，この意味から燃料サ千クル

の本格的な出発点は再処理であるといえる。濃縮ウランはこの燃料サ』不ク

ルの序曲を華やかにするだけである。

　再処埋はPu　を含めた有効核分裂物質の圓・収以外に，放封牲廃棄物の処

理，処分の問題に大きな関係をもつ。　　　　　　∴∵
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　再処理工場建設闘題は難航しているが，これは射爆場移転間題のほか，

これまで低レベルの廃液の放出基準がなかったことも一因となっていよう。

この意味で本年2月に出された「再処狸施設等から生ずる放射性廃液の海

域放出に係る障害防止に関する考え方」についての放射線審議会の答申は，

低レベルの海域放繊を可能にする指針として，この問題の見通しに明るさ

を与えたものであり，今後，これを行政化していく手続きが要求されるわ

けである。この答申は主として再処理施設についての検討にもとづいてい

るが，その考え方は，基本的にはすべての原子力施設に適用されるもので

ある。

　従来，．規制法艶よび1CRPの勧告が規定する水中の許容濃慶は三斜水

に対するものであり，この基準は海水が飲料水でないこと，ま海中に澄け

る海洋生物による濃縮という問題を考慮すれば，そのままでこの濃匿を海

水に適用することは望ましくない。また，局地ごとの条件や習慣等の現実

的な調査も必要である。放射線審議会ではf。◎dchain　を通じての基準

（公衆の轍員に対す・綴限膨・・。ミ膨・の売）を示した．・の行

政化の問題が残されているわけである。

　一方，再処理工場が大型化してくるとクリプトン等気体廃棄物の問題が

クローズアップしてくる。米国等では気体は出すが液体は出さない，いわ

ゆる海域放轡をしないという考え方で乾式法の研究開発も行なわれている。

この乾式法は，当然，経済性を考慮する必要があるが，高速炉の再処理に

つながるものであり注目に値する。

　中・高レベル廃棄物の処置の検討も大事なことである。海洋投棄につい

ては国際的に非常に難しい。ソ連が絶対に反対している。米国も国内で処

置できるた：めにあまり熱心でない。国際的基準ができない現況であるが，

日本は何か具体的方途を定める必要がある。

　高レベル廃棄物は有用な物質を多く含んでいる。RIの利用が大きくな

ってくると，それに活用される多くの宝がここにかくされている。米国は

高ソベルの海洋投棄をやらない理由としてこのこともあげている。

　要するに，放射性廃棄物の処理，処分の問題はさしせまった問題となつ
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てきて詮り，原子力委員会で澄於いに敢上げる必要がでてきている。近年

この種の研究は干上っており，過去のものばかり・’しかない。放射線安全問尊’

題の暦環として基礎研究からpilot　s捻geま．で進めていきたいと思ゲて

いる。　　　　　　　、
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［糊講劃

　　　　　　議長　藤波　収氏（電源開発株式会社総裁）

ほ．原子力開発に対する産業界の考え方

　　　　　　　　　　　　　　｛．・　　　　　』・　東京芝浦電気株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社憂1土光敏夫氏

　原子力発電の開発は，輸入「エネルギー依存度の高’いわが国・にとって，将

来の経済挫や公．害問魑等との関連かちみで，重要かつ繁急性をお語びて1いる。

しかるに，わが圏の原子方研究開発の現状は先進諸外国に・比しか・・なりの遅

れをみせている。

　」昨年・勤力＝：炉’核燃科開髭事業団が発足し710‘年間に2，000億円を

投入して独・自のATR，　FBRの開発に着手して1いるが，これはわが国に

とって全たく画期的なことであり，いささか遇きに失した感はあるが，成

功の暁には外国依存の状態を一気に挽國することも期待できる。このよう

な大型プロジェグトは宮山一体となって推進すべきである。’

　再処埋も急を要する問題で，来解決のままに放置すれば燃料サイクル上

その他の影響も大きく，また，現在予定されている0フt／dの処理能力で

は50年頃に能力不足が懸念されるどころである。

　ウラン濃縮の問題も，核燃料長期政策上真剣に検討すべき時期に’きてい

る。ガス拡散法や遠心分離法の研究開発も行な・わ’れている「が1，大局的にこ

の問題の見きわめをつけて診かねば，安定，低廉，多様死の恥わ面るエ「ネ

ルギー供給の三原則が確保されないこ’とになる。

　国民一般に対する啓蒙も緊急性を嘉びてきている。地1震という特殊性も

あるが，原子力立地の顧で計画の観藷を来している面があり，窟民ともに

絶対的な安全性の確保とPRに努力する必要がある。‘

　多量の重油を使う運命にあるわが国にとって，．原子力発電こそ公害問題

・を避ける最上の手段である。政府も民間も積極的に国民に‘しらせる態慶が
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必要である。

　原子力発電技術は核物質，エレクトロニクス，炉物理，機械工学，機械

エ学，溶接工学等最．高の技衛の総合組含わせにより成立つものであり，広

範囲の高慶な専門技術者も多数必要とし，その養成は璽要な解題である。

現在の関連技術老は8，500入で45年には1万5、000入が必要とされると

のことである。現在，わが国の火力発電技術は斯界最高のレベルであり，

また造船・船舶工業でも溶接関係の優秀な技術があり，これらの関連から

わが国は原子力の必要技衛層に対して高慶の基盤をもつているため，猿子

力研究の実際の建設に当ってきわめて有利な条件になるといえる。内

　原子力発電所の建設にちたつて安全性を第一に考える必要は論をまたな

い。したがって，メーカーとしては製1乍，検査に際してτ00％の万全を期

す覚籍である。

　日本の鉄鋼は世界に冠たる優秀なものであり，機械工学でも理論でもす

ぐれている。この意味からも，日本の炉製造の条件がそろっているといえ

る。

　メーカーとしても，最初から相当の覚悟と計画をもって原子力開発に当

ってきた。身分不絹応の金も瞑し，技衛者も養成してきた。特に圧力容量

の製造設備については，世界最優秀の完備した技術を確立している。

　原子力発電設備については，プラントといわず部品といわず，目本の特

徴ある製品となる可能性があり，火力発電その他の設備以上に叩上産業と

して伸びる墨筆性をもっている。

　経済性の面でも，原子力は遠か・らず火力を凌駕するであろうが，このコ

スト層厚については，雑然，メーカーも重大な使命をもつものであり，合

埋化等を通じて十分な努力を行なうが，安全性第一に重点を澄く必要があ

り，このかねあいから慎重な態勢を必要とするところである。

　また，今後建設されるわが国の原子力発電設備は，50万一78万一

旬0万K：W級と種々予定されているが，上述の関連により，容量その他の

颪で規格を統一され，各種各様の製品が要求されないように希望す為。

　わが国の原子力発電開発は今後ますます本格化していくが，これを軸道
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に浸せるため研究麗発をもρと盛んに行ない，先進諸外国に対する技術の

遅れを取りもどし，わが国固有の技術を確立する必要がある。このため，

民間の努力も必要だが，政府の予算の出し：方が小規模にすぎるきらいがあ

る。各種のビッグ・サイエンスの中でも原子力開発は，当面1特に力を入

れる必要があるものであり，これがすみやかな開発は国家的な急務といえ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　靡

　　　　議長　安川第五郎氏（日本原子力発電株式会社会長）

2．国土総合開発と原子・力立地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土総食開発審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　平田敬一郎氏

　私が委員長をして堕牟原産の立地問題特別委員会の報告，お・よび，現在

私が会長をつとめて矯る舞済企藏庁の蔭吐総合開発審議会の審議内容から・

2点にわたって述べる。

　1．　原産の立地閣題特別委員会は従来とは違うた調査の仕方をやり，特

色のある結果がでていると思う。

　いまや原子力立地は幅広い分野，階罎での検討が必要であり，狭い意味

での原子力の範囲だけでは打開できなくなっている。

　わが国の原子力発電の開発規模は60年慶に5，0ロ。万～如00万KW・と

見込まれているが，ここで特に注昌したいことは，その頃の電源の新規開

発分の6～7割を原子力が占めるようになるということである。このよう

な原子力のウエイトの高まりは，その敷地の確保のために，他産業との共

存共栄の閣題，当該地域社会と融合する聞題の解決の必要性を投げかける。

　園地問題特別委員会で検討した一般産業立地と異なる原子力立地の特長

は，次のようなものである。

　（1）　原子力施設の多くが後進的な地域に設置されることである。過疎地

　　　　　　　　　　　　　　一15一・



帯に巨大な産叢施設が進出するわけであり，それだけに地域社会に及ぼす

影響は種々ある。道路の新設，地元雇用，税収の増加等を通じて近代化を

促進する利点がある反面，そのショックを緩和するた：めの行政上の配慮が

必要となってくる。

　12）　ほとんどが海岸立地であるととである。・温排水や放射能の関連で水

産業との関係をどううまく解決するかが大きな問題である。報告書には水

産食品の放射能三二を設定する閥三筆が提言されて澄り，最近，放射線審

議会でこの考え方の基本が示されたことは一つの前進といえる。また，こ

ういつた問題は，冷静な科学的二三をもって検討を進める必要がある。原

産の立地間題特別委員会の検討にあたっては，水産業界からも参加を得た

が，このこと自体栢当な進歩で将来1こ十1分な期待．が・寄せられる要素どいえ

る。

　｛3｝国記の原子力に対する違和感の問題がある。原子力の闘題は種々の

要素がからみ合って輸り，十分に理解されることはなかなか困難だが，そ

うかどいってわからないのはげしからんでは解決にならず，‘PR等を含む

広範な努力が必要とされるわけである。モニタリング・システムに例をと

っても，政府施設だけでは信電されない。地域社会にもこの種の施設を作

らせ，ダブル・チ土ックさせるようにすれば，地域住畏「の疑惑感を払拭さ

せるだけでも意味があると思う。　　　　　　一・「一

　また，非常に具体的な問題として，・．水産業との共存共栄の問題がある。

魚に害を与えないことだけではなく，濃排水や放射能を魚族の培養に積極

的に結びつける：方策がとられ1，すでに研究が進められている。政蔚も資金

を積極的に出し，水産業と一体になって研究にあたれば，トラブル解決に

役立つというものである。

　な診，PRの問題に関連して政府の行政システムと地：方の連絡が十分で

ないことがわかった。実際の運営をうまくやれば，いろんな誤解や特殊勢

力の一方的な考え方の排除に役立つのである6情報不統一の面も改蕃される

るわけである、
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　2・　次に国・土総合開発の観点から原子力立地を考えてみたい。

　最近，・・過密，遇疎傾向が極匿に現われてきている。従来は，この過密地

．域，過疎地域の検討は局地的に行なわれてきたが，これを総合的視野でと

らえる1考え方が現われてきたぴ例えば，今後20年閤という輻を知き，ど

のような進歩，変化が起り，どのような姿が描き出されるかを審議会では

検討している。

　現在の技術革新の進み具合や，経済の成長ぶりからみて，交通の面でも

面期的なことができそうである。全国的なネット・ワークを計画的に進め，

細長い日本を有機的，効率的に結ぶ一つ、のシネ誘仏が考えられる。・①空の

施設，②高速道路，③高速鉄道，④海運の高速化などにより，また，これ

に通信とコンピュータ滋を結びつけた情報ネット・ワークを縦横に張りめ

ぐらすことにより，狭い鼠本をできるだけ広く活用するようにしていきた

い。そして各地域の特性をいかして発展をはかっていくことが需要である。

　これらを実現していくためにジ巨大計画の実行が必要とされるが，これ

をカテゴリーに別けると次の通りになる。①ネット・ワークシステムの確

立，②ネット・ワーシステムどの白面による工業，農業，観光についての

大規填プロジェクトの実施，③春闘性の維持，保存のためリクリェーシ重

ソ施設やエユー・タウン等をつくっていくこと。’

　一方，今後の工業は二つの面で発展していく。①コソビナートー』巨大

化する。②加工型巌面一高慶の知識・・技術に結びついたもの。

　これらは，既存の：工業地帯では悶に合わない。酋の方に一つ、東から北

に向って＝＝つ，従来のものよりスケールの大きいものを建設しなければ，

2、0年先に現在の4～5倍になる旨本の工業生産力を入れる余地はない。

　これに関運して原子力が大きなねらいの一つとして登場してくる。原子

力も蕊大藩に・より経済性を敢得する面をもっているだけに，．∵ご・の大書誌工

業化の関係とうまく結びつ1くのではないか。将来，1カ所に擁oo万K：W級

が4～5基まとまった巨大1票子力発電所が想定され，こ．れを中心とした原

子刀コンビナートが発展していぐことになろう。‘50万KVの超々高圧送

電線も計画ざれているが，これが全国的にはりめぐらされるようになれば，
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原子力立地も全国的な視野で展閣できよう。電気事業界では，広域運営に

より適切な対処方策をとって澄られるが，全国的見地から今後一層そのよ

うな考え方を進めていた，だければヂ産業の合理的な配置：や流通のシステムつ

づくりに効果的であり，国土総合閣発の見地からも望ましい結果となる。、

議長　田代茂樹氏（東洋レーヨン株式会社会長）

3．放射線化学の発展と国際協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理票長　宗像英二氏

　t　わが国に於ける放射線化学

．約20年前イギリスのチャルズビーが放射練によるエチレンの架橋反応

に成功して以来，わが国でも高分子化学者の間に放射線化学に対する関心

が高まり，産業界，学界の協力を得て日本放射線高分子研究協会が生れた。

その東京三二所費よび大阪研究所で放射線化学の研究が推進されたがゼ後

に研究・開発の規膜の増大が望まれ原研に高崎研究所が設置：された。放高

協東京研，大阪研はその後発展的に解消して原研に併合された。わが国で

放射線化学に従事する人には，諸外国にくらべ比較的多．く，昭和4D年

11月には日本放射線化学会が発足した。

　2・　研究・開発の現状

　巳本の放射線化学はその成立ちの関孫で，高分子に間する研究が多く，

その応用を目指しているのが現状である。2，5の企業で放射線処理をほ

どこした製品を市販しているが，研究開発に手間どるものは，高崎研が中

心になって推進している。エチレンの放射線重合，トりオキサソの放射線

重合，繊維や塩ビ樹脂の放射線グラフト重合が高崎研で採り上げられてい

るが，この中には研究が進展しマークット・リサーチの段階に達している

ものもある。高碕研独自のアイディアを進展させている研究に，気体のア
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イソトープを使っての照射や原子炉に特殊なループを組んで放射線化学に

濁いる研究がある。今までの放射線化学の反応は，原料のもっているエネ

ルギー水準が製品のもつエネルギー水準より高いわけだが，この逆の現象，

製品を得るのにエネルギーを与える反応を原子炉の中で行わせるというの

も診もしろいと思う。准界的にみてもめずらしい有望な研究が進行しつつ

あり，高分子か』ら出発して多岐にわたりつつあるのがわが国放射線化学研

究開発の現状といえよう。熱力学，電磁気学などエネルギー変換の様絹を

説明する学間があるが，これに匹敵する放射線感応学といったような学問

を膏てたい6

　5　日仏・日米研究協刀の現状

　日本の牌色ある放射線化学の研究は，海外でも大きな関心事であり，研

究の国際協力の形で表われた。原研とフランス原子力庁との聞に日仏研究

協力協定ができ，日仏両躍で毎年交互に連絡会議を行なってきているσ今

年は第6回の会議をパリで予定している。日米研究脇力については，一昨

年両国の関係者双方約20名ずつが出席して，’放射縁化学に関するハワイ

・会議が開かれた。高崎研とブルックヘブン国立研究所（BNL）の間で，

放射線化学1こ関する研究協力協定ができ，昨年BNLで第窪回め研究検討

会議が開かれ，今年は高崎で第2回会議が行なわれる。・

　4・　国際協力の将来』

　日仏，・日米の放射線化学研究に関する国際協力は，実用化に向っでます

ます緊密さを増してゆくと思われる。高鋳研は今年から禽品熊射のセンタ

ーの役目を果す使命を与えられた6日菰でも今後この分野が発展しさかん

になると思われるが，漂：研には東南アジアの人達が関心をもって打診にく

る。て。年後には東南アジア産の照射した野菜や果物の輸入が夢でなくな

っているかもしれないと考える。海外の創造的な優れた研究成果に敬意を

表するとともに，わが国の特色ある研究成果を敬意をもつて迎え入れられ

るべく努め，稲互億頼にもとつく国際協力の実をあげるよう望んでいる。

国際協力の意図するところは相互の競争，練磨の中に優れたものを受入れ，，足り

液いものを補って相互の進展に寄与せんと期待することにほかならないと信ずる・Q
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笹葺　井上：引馬氏（動力．炉・核燃料開発事業団理事長・）．

4．、米国における原子力供給産業の現状と将来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ原子力委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　F．コスタリオラ氏

　歪．　現在の米圏の原子力供給産業

　現在の米国の原子力供給産業は4グループに分けるこ．とができる。原子

力蒸気供給系，核撚料サイクル》タ7ビン発電機と、関連機器，その他プラ

ントのエソジユア．リングと建設の部．門である。4・グループの↑9フ0年に診

ける年間販売高は，それぞれ5億ドルと予想・1されている。また，1980年

までには1D億ドルのオーダrになると見込まれる。’

　現在米国に叩いては，原子力供給事業に参加している企業は多数あるが，

一方，原子力部門を専業とする企業の数が少ないこと．も特徴としてあげら

れる。圧力容器と一次ポンプに5社，U308のUF6への転換に1社．（間も

なく3社になる），ジルコニウム」チューブに4社，．制御棒諭よび制御棒

駆動装置の製造に6社がある。原子力供給事業を経済的に経営するために

は，一定の期間にある最小限の原子蝉系やコンポーネントを販売しなけれ

ばならないが，市場では，限られた数の原子力発電プラントの計画がオフ

ァーされるにすぎないから，供給者の数もまた限られるdこれにより，徴

界的にみられる原子炉供給者の含併と結合傾向がもたらされるわけである

声，これはしばしは，政府の支持や指導の下に行なわれている。・

　小規模経営が可能であり現在もそうであるウラン鉱山やコンサルタント

等の分野を除けば，原子力分野の米国企業の特色は‘，原子：力以外の分野に

診いて一定の取引を持「っており，』技術的，．資金的ならびに規模のあらゆる

意味ですぐれた会社であるということである。1しかし，これらの特質はそ
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れ自体成功を保証するものではない。このことはこのよ．うな特賓を持って

いながら，足場を得る真剣な努力をしても成功できず，懸早力産業から撤

退した会社を見ても∵明ちかである。

　成功した会社の別の特色は，その事業分野がすでに成功を収めた在来分

懸と：並行しているか，深い関係を持つということ、で二ある。原子炉圧力容器

タービン発電機，コ．ンデソサー細よび水供給設備，バルブ於よびボゾプ，

ならびに計装器類や制御装観等の製造』に例をとればよくわかる。原子力産

業に凄ける建設工学の分野や建設技術者等は，また，その大半が：原子力以

外の分野に蔚いてすでに名声を得た会社によって占・められている。

　てれらの会社のもう『」つの他の特色を述べれば∫世界的規模での市場活

動の方向へその経営を向けようとする強い傾向であるb

　2　原．子・力供給産業の各施’設の経済的頬、模．

　「規模の利益」は，化石燃料発電所．と懸辛力・発電所との経済競争に齢い

て主要なファクターである。原子力供給産業も伺様にこのような関係にし

たがうものである。

　現在の原子力界に於いては，小燦、模で経済的なガス拡散工場や鞠＝処理ブ

ラゾトを建設することは不可能であり，これは，現在の技術で小規模で経

済的な原子力発電所を建設することが不可能であるのと同様なことである。

　開発段階澄よぴ実証段階を過ぎて，経済的に成長できる産業の建設と経

営の時期にきた現在、・限界規模にあるのではなく経済規模にあるプラント

が建設されるということが重要である。米国における現在の傾向は，かか

る規模になるであろうということを示している。

　さまざまなレベルの源子力発電の規模が，供給産業の他の分騨は当然の

こと，・ガス拡散工場，再処理プラント，採鉱・製練工場，成型加工工場，

圧力容器製造工叢，ターボ発電機製作工業などを経済的に支えるために必

要である．ことは経験上知られていることである。供給寵業の各分野を支え

るために必要な原子刀癸電のレベルの稲異は，各国の異なる環境，例えば，

労賃や電力コスト等の変化によって，一層大きくなると思う。またさらに，

いくつかの国では，なるべく阜期に成熟産業にする見通しと，量界市場セ
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ある程度の優位を確保しようという希望を持って∴発展中の供給産業へ強

力な育成策を与えようとする傾向があるが，その大きな効果もこれに追加

すべきである。供給産業に診けるいくつかの分野の供給力は，それが他の

領域で見いだす市場によって国内で支えられる。

　5　米国の原子力供給産業の将来

　米国の原子力供給産業が将来，国内市場，供給産業を持つ外国の市場於

よぴある特定の必要製品のための供給産業を持たない外国の平場に語いて

得る地位にも注意すべきである。

　前にみたように，多額な悦界規模での取引のどれだけの量：が，企業であ

れ国であれ，各種の供給者に与えられるかを予想することは明らかに菌難

であるが，米国に診いては次の10年間で，米国の需要のためのあ．らゆる

分野，資本設備，燃料サイクルに対する競争的な供給産業を正当化する十

分に大きな国内軽水炉市場を持つであろう。

　米国は進歩した技術曲地位と原子力発電，設備，コンポーネジトおよび

燃料の国内需要に対する供給力を維持できると思う。

　供給産業を持たな．い国の市場については，米国の製最が広範函に使用さ

れると思う。しか、し，これらの地域では一定の貿易絹手やまたすべての場

合，国際収支や金融上のアベイラビィリティーと条件に大きく依存しそう

である。これら個々の市場は米国市場の金体のうちの大きな割合を表わす

ものではない。したがって，本質的なものではないが，米国の漂子力製造

業者や供給業者にとっては霞要であり，また彼らによって競争が行なわれ

よう。

　別な見方をすれば，原子力材料や役務が必要な国’は，国内に相当な供給

源を待っていてもいなくても，むしろ恵まれた立揚にあるようになろう。

多くの企業はもと．よ・り，彼らに役務をオファーする国が多数あるであろう。

彼らの供給者選択は広範囲にわたって行なわれ，またその競争的条件を得

る能力はすぐれているに違いない。

　このようなアベイラビィリティーは，彼らが未成熟な産業を開発するこ

とや，それに伴う失取を省くことになる。
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　このように，「原子力の国醗市場での米困供給産業の地位については，そ

れがきわめて活発であり，それに対する激しい国際競争が生れるあらゆる

指標がある。

　4．　供給産叢の資格一一一米国の考え方一・

　米国では他の国と市場の様絹が非常に異なっているで峯ろうが，米国で

発展している競争的な供給産業の経済性にもとづいた観察を原子力に焦点

をしぼって述べたい。

　バイブ，圧力容器，バルブ，熱交換器，・タ＝ビソなどにお・いて在来分野

の産業を持つ国は，その分野の能：刀を原子力分野へ拡張することにより国

内や国・際競争へ参加できジ現在そのよケにしている。原子刀に関連した産

業のいくつかは，例えば，計装器類のようにジ資：本集約的では竣添し，商

業的市場で地位を得るために大規模経営を必要としない。か、る供給刀は

世界各地で成長するであろう。

　しかし，原子力供給産業の主要な分瞬に関しては，これらの分野に従箏

しょうと提案する企業や国は，明らかにコストや限界的ベースでの経回を

計画する壕の起り得る経済的ペナルティーを注意深く評価しようとするで

あろう。市場、コスト，国際収支問題，そして特に，大規模供給者による

技術進歩の計画や評価に含まれる判断は，実際，最高度の経営的，政治的

考慮を必要とする。

　5，　供給産業保護主義における国

　国際市場をめぐる供給国間の競争に関して，自由で公正な竸争のいくつ

かの側面もコメントする価値がある。国瞭的販売についてみると、ある一

圏にとってのみの国際的条件には適用しない。第」は，供給産藁に対する

政府の直接の援助に関する事柄で’ ?る。この援助は短期間においては適切

であっても，強力な育成策は成熱産業にとっては不適当であることがわか

る。直接補給金，1購入保証など，国内他産業へは一般的1ごは適用されない

税的優遇措遣，資本貸与，帯場金利以下の低金利の貸付細よびこれに類し

たものがそれである。

・も’・し，これらの借置が産業確立の含埋的な限界を越え‘て実施されれば，
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原子力の経済性を握い，長期的にはユーザーの最高の利益とならない原子

炉の選択という結果になるかもしれない。

　政府による外国競争者の抑圧は自由で公正な競争に対して強い圧迫を加

える。政府の機能となり碍，雲た特色的に政府機能である国内細筆と調和

して働く，国際貿易に対する諸關限についてみると，関税，輪入数量，一国

境税，外国投資の禁止ならびに同様な制限的方法や，逸常，非関税障壁と．

して分類される国際貿易に対する他の障害等がある。このような制限が，』

閤もなく国内で自立できる健全な産業育成の範囲．内で採られる場合は反対

するものはない．。他方，その他の目的や早期の産業三三以外の目的のた：め

に設けられた制限は・，錨然，保護主義という回答をまねく結果となろう。．・

簸近のニクソィ六統領の声明では，「米国の利益と金世界の利益は，保護

主義よりも自由貿易を行なうことにより充足される。また，それらが米国

にしろ外国にしろ採られた場合，永久的となる数量制限やその他の方法へ

と動くこの傾向を悲観的に思う」との所信が述べられている。

　関税の検討と引き下げに関するケネディー・ラウンドにむいて，米国は，

原子力面隠，設備，役務関係の閨税を検討の対象とし，広範な関税引き下

げの一般計画にしたがい50％の引き下げに同意した。われわれは現在こ

れにした声って進めている。

　軽水炉とコンポーネントの潜在釣な供給者のなかで，米国と堺エ：．．讐デン

のみがかかる政策を実施し，その結果，他の軽水炉輿給ti掛の関税よりも一

般的に低いことに戯著すべきである。

　6．　安全と公衆の保健

　．産業界と政府が今後検討する重要な点，つまり安全と保健のための適切

な規準ど規制の設定と改善について述べたい。

　多額な資金を確保する場合の困難ざをはじめジ原子力発電所に必要なこ

とがらの複雑さを認識すべきである。このことは，コ琴卜酬減のたφのあ・

らゆる手段へ注意をひき・その結果，供給考間の競争に・影響を知よ．ぼすb．．・

安全性を維持しつつコスト削滅を果すことは今後とも問題となろ．う。、、

　安全基準はあらゆる場所で同「ではないと，いう事実によって1．この複雑

一24一



さは一三く示される・サ朴の検討はごく剛揃な騨騨るr難の

人曜集地と将来の人略集地への近さが主要回心脚ある・にしカ1に・

定義することが非常に難しいこの問題，すなわち，原子力技術の利益を得

るために受け入れられるリスクの裡慶が第一義的である。これらの事柄に

組臆見と判断曝際の髄が蝉に誉き㌣、：．レ帖互いに辮し

ている供給者は入札しなければならない。

　どこであれ原子力発電所の一つの重大事故は世界中に厳しい反響を起す

ことを，この非常に進歩した料学，技術の分野に従薯している人々は熟知

していることである。原子力儀器のコスト，削滅の努刀に龍いてジとの種．の

過度なリスグを故意に滅ずる：企：業も’国もな一いと確信する。個々の適崩㌧の蘭

題で十分な理解に達するため・，供給者，顧客，於よぴ政府のそれぞれ独自

の考え方の間に密接な閣連性が必要であると，米国では理解されて6る。

競争入札は意味あるものだが，これを比較し，評価し’うる・規準を設定する

必要があり，そのための努力はきわめて望ましいことであるが，まだ，未

解決な個所が多分にある。

　私はこのことがらのもつ重要性を確信していると同様に，否定的なア1ブ

ローチ，すな．わち，安全性の考慮を経済目的のために制限するようなこと

を排除する努力が断然必要である。

　安全性に蘭しては，・外国供給者・まりも各濁とも国内供給者あ申し出を容

認するであろう＝から，特別な努力が必要と’されるであろう。しかし，も』し

自由で公正な競争がある・とするならは，』われわ液は，公正で適切な安全規

準を国際的ベースでつくるために，’体系的で：かつジオープンな手段を講ず

る必要参あるというものである。・
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／午欝におけ類

・懸壷豊

国際経済情勢について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本経済研究センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；理事畏　大来佐武邸氏

　｛1｝　日本の経済成長，・、経済規模の拡大化現象は顕著なものがあり，GNP

嫡1966年から2鱒億ドルつつのび，本年度は1400億ドル，明年度嫉

16、6．0億ドルが予想される。1975年には，5000億ドルに達しよう。こ

れまで生産，輸出第一主義の経済政策を持って来たので，いわゆる・・GNP

ギャソプ・・が存在し，しかも馬国際的という観点・がなかなかピソと来な

いのが日本の現状の姿である。

　従来，日本は性界の先進国に対し・受勤的立場・，にあったが，輪出競争

力強化でi現在でぽ逆に日本が世界にインパクトを与えるという・能動的立

場・に変って来た。これからの日本は・調和のとれた経済発展”を指向する

る必要があろう。

　｛2）　GNPの高腰成長に比例して輪入が増大し，．と，ぐに原材料資源（G

NPの約10～1t％）の輸入増加が署しく，このまま経済の拡大環象が

つづけば世界の資源をカキ集めることが必要になる。今後は輸入を重視す

る琴期轡曝つく経済外交の必要があろ◎・いずれにしても日本経済は樵

界中の資源の暴盤に立っているため盤界砦国との友好関係が不可欠で，こ

の意味から，アジア主義は今後意味を持たなくなるのではあるまいか。

　（3）　臼本経済の高度成長の結果，近年とみ1こ・労働力不足9と・賃金高”

の現象がクほ一ズアップされて来た。この環象は，日本の産業構造に次の

ごときインパクトを与えよう。すなわち，臼本の伝統的産業といわれた

質労働集約的産業”（雑貨，農林，水産ばかりでなく機械も）の国壕競争

力を弱め，その結果として，このような産業は他のアジア後進国へ移り，
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現地の安麺な労働力と結合した産業となろう。

　14｝　アメリカのアベグレン氏は・・1975年にはアメリカと日本闘の片道

貿易は年聞等。◎億ドル（現在40億ドル）を越すであろう・と述べている。

今後先進国との間の多角的な企業提携が進み，ア。年代の日本経済はます

ます国際化するだろう。いま日本は，シブシブ駐由化しているが国際化時

代に対応して特に輸入の自由化が必要となり，70年代には逆に日本が海

外に向って積極的に自由化を求めるこ．ととなろう。さらに，これからの日

本傘業は声騒本の会社・とい．う意識を持つことはやめて，代りに資本・経

営・技衛など砂参加による海外への多角的進出を図り，国際提携ベースに

よる・・国籍不明の会社・として発展し，その利益を日本に持ち帰るという

型態をとることが必要，だろう。また自給自足的経済でなく圏際収支バラン

スを目標とした経済政策をとるべきであろう。

　樹　日本の技術輸出・入バランスは夫幅に輸入超で10年前が「旬0対1，

現在が肇0対1くらいだ。欧州はこれが望0対5から5くらいだ。今後は

技衝国際化が進み分業化の傾向が強まるが，一方的な技術輸入国となるよ

りも輸出国にする必要があり，アウタルキー的な立場でなく，技術的収支

づランスを念頭に竃く必要があろう。

　（6｝　日本のエネルギー輸入依存度は現状でも島水準であるがジ75年に

は80％，総エネルギーの10％が漂争力となる85年には核エネルギー

を輸入と｛反定した場含90％に増加すると見込まれている。ただし核エネ

ルギーを輸入と君さなければ85年の葡入依存慶は80％に下る。従って，

科学技術の進歩が日本の資源輸入依存慶へ与える影響は大きい。

　（7）　いずれにしても，温本は従来もっていた被害者意識を捨て，主体的に

に国際経済に対処することが肝要である。また総合的な自由化政策を進め

る必要もあろう。これによって始めて国際的規模での経済の回鞍が可能と

なるからである。
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1パネル討論会一り
し　　　　　　＿

ナシ。ナル・プロジェクトと国内の協力

議長　清成　遽氏（動力炉・核燃料開発事業団副理事長）

パネル・メンバー（五十音願）

氏
氏
氏
氏
氏
氏
氏
氏

昇
徳
武
利
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郎
一
雄

　
　
　
　
　
三

　
義
秀
正
義
菊
祥
辰

野
原
花
井
安
島
依
川

天
伊
三
三
武
永
西
森

（目本原子力研究所企画室畏・動力炉開発管理室長）

（科学技術庁原子力局動力炉開発課長）「』’

（東京：工叢大学教授）

（』

d源開発株式会社企画蜜長）

（動力炉・核燃料開発事業団理事）1

（住友漂子力＝に藁株式会社常務取締役）

（電気事業連合会源子力部長）

（東京芝浦電気株式会社原子力本部技節長）1』

　ナショナル・プロジェクトとしての新型動力炉め開発は①未知の分野の

研究開発で不確定：要素がきわめて多い。②て0年間に艶よそ2，000億円を

要する巨大プロジェクトで，大学，研究機闘，産業界のすべての力を結集

しなければならない。③時期を失しては極慶に価値が失なわれるというよ

うな特質をもちジこのようなプロジェクトはわが国ではむそら’く最初であ

ろう。

　わが国がこれから取り組まねばならぬビッグ・91サイエンス，例えば等：宙

開発，海洋開発等も大体同じような性格であることを考えると，との動力

炉開発はこれらの試金石ともいえる。『このプロジェクトを成功させるカギ

とてしは，国内各層の協力が重要である。

　このような意味から，パネル討論会「ナショナル・プロジェクトと国内

の協力」を開催した。

　討論にさきだって，各パネル・メンバーからキー・ノートの発表があっ
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たが，その概要は次の通りで1あ「つた。

○キー・ノートの概要

　4．　ナショナル・プロジェクト企爾の経過

　わが国の電力需要の大部分ほ，’将来，原子力発電によってまかなわれる

ことになるが，核燃料の安定供給∴エネルギーの有効利用の点で，現在の

軽水炉め』みに依存することは得策でない。このため，高速増殖炉，新型転

換騨など新しい発電炉の開発が必要であり，わが国も諸外国に遅れを取ら

ないよう，昭和ム†年原子力委員会がこれちこづの動刀炉を自主開発する

との方斜を決定，この開発を撞当する機関として動燃事業団が設立された。

動力炉開麹こついての国の方針は，「動燃事業邸の動力炉開発事業に間す

る基本方針」に齢いて示されており；高速増殖炉を昭和60年代の初めに，

また薪型転換炉を昭和50年代の前半に実用化するため，原型炉の建設運

転までの開発を霞標として関係各界の総力を結集したいわゆる「ナショナ

ル・1 vロジェクト」として自主翻嚢を進める。

　2．・勤燃事業団はこの基：本方針お・よび基本計画の線に沿って，開発計画

を具体化し，予算を作成し，政府にお・ける決：定をまって業務を進めている。

　大規模な薪究開発自体の難しさのほかに，事業団は法律によって設立さ

れ，さらに予算の大部分を政府資金によっていることなどのため，他の一

般特殊法人と同様な種々の規制を受けがちである。また各界の入材の吸収

を図ることのほか，異なった畑で育った人々が集まって仕事を進める上セ

の運営上の難しい問題も多い。

　むかし，このような大規模なプロジェクトを完成させる上での困難とい

うものは，単に研究開発の実施それ自体にあることはもちろんであるが，

この種の組織の運営レ．プロジェクトの管理，三三する制度め取扱い，入事

管理等々の事務的事項の処理をいかに適正に行なっていくかということ．に

もあり，しかもこれらの問魎の処理自体が一つの実験であり，開魂である

と考えて事業を円滑に進めていくための努刀を払うべ・きものである。
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　五　ナショナル・プロジェクト達成の条件

　ナショナル・プロジェクト達成の条件は①その達成演圏民経済にとって

必要欠くぺからざるものであり，しかも技術的条件が整っている場合は，

統一的な企画実行機関が能率的に実1現化すればよい。②その達成が必要欠

くべからざるものであり，成功の技術的条件が可能性としてのみ存在する

ならば，経済性を無視して早急に可能性を現実性にするこξにより，，③の

事態に帰着律しめる。それが不可能または困難な場合は、国際的視野に立

って問潭を解決する。③経済的に望ましく・成功の条件が整っている場合

は，ただちに実行し，能率的に完成する。④望ましく、しかも技衛が可能

性としてのみ存在する場合は，可能性を現実とするため1こ・，各界を動員す

るとともIF・望ましさの程慶を他のナショナル・プロジェク．トと比較しな

がら，事を処するという四つに分類される。

　原子力に関する日本のナショナル・プロジェクトは；高速炉であれ薪型

転換炉であれ，④の蘭ちゅうに属するというべきである。新型転換炉の場

合，技術的要素が整っているので③に属するという惹見もあるが，その国

際競争性を考慮するならは，④といわざるを縛ない。℃の場合，確実な将

来の見通しがないから，国またはそれにわ・かる公共団体の強制力もなく，

確実な受益者もないのであるから，経済的必然としての資金供給もないわ

けである。したがって各昭々グループの資金的，入員的，時間的限界を明

らかにし，合理的，経済的限界を越えた，また越えさせるための条件を見

い出し，それを実行することである。

　4．　研究機関からの協力、

　プロジェクトの体制の中で懸研の受け持つ役割は，開発研究と関連基礎

研究のかなりの部分を担当することである。開発研究は，プロジェクトの

中で計画されたものを受託するという形で協力し，関運基礎硲究は動燃事

業団と良く連絡を取りつつ，原研二独自の業務として進めている。受託研究

のほかにも，原研はJ瓢TRをはじめとする大型原子炉の建設経験をもっ

て論り，とくに高速実験炉については，建設業務についてもコンサルタン

トとしての協力ができるものと考えている。
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　人員の確保については，大部分は新人にたよらざるを得ないが，薪人の

育・成については原研も大いに協力し得る。プロジェクトの中心である下燃

∴事業団1こ温いては，事業団に集める基幹要員の確保はもちろん大切であり，

原研も含めて各界が協力しているが，大学，国公立機関，民間を含めた全

体の入員計颪にρいても検討し・これらの研究機関にいる研究者，技術者

をそれぞれの機関に澄いたままで，有効にプロジェクトの中で生かすよ、う

考えて欲しい。

　5　原子力発電は実用化の、段．階に入り各地で建設が始まっているが，縛

来の原子力発電型式の本命である高速増殖炉さらに軽水炉より燃料効率の

よい高性能転換炉をナショナル・プロジェクトとして開発するのは当然で

あり，旺盛な電力需要の伸びに対処するためにも，少量で強力なエネルギ

ーを発生する’原子刀’発電の盟発に大きな期待がよせられる。電気事業者と

しては，1すでに実用化されつつある軽水炉と競合しうるか，あるいはこれ

を上鳳る経済性を禽する高速増殖炉あるいは新型転換炉が早期に実用化さ

れることを切望する。

　ナシ．ヨサル・プ輿ジェクトとしてこれらの炉型がすでに決められた以上，

国；としては強刀な施策を講じて，経済変勤あるいはその他の要霞にわずら

わされることなく，長期にわたって．これが研究開発の推進をはかっていた

だきたい。電気事業としてもこのプロジェクトに対しては種々の面で協力

するつもりでいる。

　6．　ナショナル・プロジェクトが成功するため1こは，しっかりした計画

』とその管理が最も重要である。産業界はノい設舗，情報等を適正な対価で

供給する，ことによって，プロジェクトに協力するのが妥当であると思う。

．メーカーは機器，装三等を受注してこれを設計，製作し，据付などを行な

・うほか，研究開発業務を受託してプロジェク・トに協力できる。技術開発の

面では，碁子技術を実用化するまでの技術能力を溺養する必要にせまられ

て刷り，わが国が技術開発の孤児とならないよう積極的な技術情報交換を

行なう必要がある。

　プロ．ジェク’ト遂行1こは必ず危険を伴うが，この危険をいかに国民（政府）
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と産業界が分担する・かについて十分な協調がなされなければならない。関

係老を協調させてプロジエクトを推進するた．めには行政制慶，鷹野構造，

工業国どしての歴史ゴ布場ジ社会環境，教育など問題・が・多いが早急に解決

’する必要がある。技術者，硬究者の数は，最近の急速な需要1千対してまだ

非常に不足であり，その技衛能力も十分でない。1 ｡日最も重要なことは，

これらの数少ない技学者ジ学究’者を如・何にして最も有効に組み合せてその

能力を発揮させるかを計画し，これを管理することである。

　合理性を欠いた無理な計画管理は，プロジェクトを成功させるために最

も悪い影響を与える。また分担の範囲決定については関係者は良く打合せ

る必要がある。開発的なプロジエクトには，その進行の途上で，当初の計

画ど鉛り進めな’い場合が起こることがある。．したがってこの種のプロジェ

クトの計画とその管哩は，常に弾刀的に進められる必要がある。

　Z　①ナショナル・プロジェクトは国民の利益となるものであるから，

国が大部分資金を分損しなければならない。②原型炉から商業炉にいた’る

までに，産業界として多くの研究開発費が必要である（技術水準のギャッ

プを産業界が受け持つことになる）。③開発の進行具合によσては資金を

倍にすれば良いという単純なものでない場合があるので，プロジェット実

施にあたって極力，弾力性を持たせて欲しい。④開発した技術は民間にバ

・ヅクす．るような方向を考えて欲しい。

　○討論のまとめ・

　t　ナシ．ヨナル・プロジェクトが企画される条件はいくつかあげられる

が，わが国の勤力炉開発は「望ましく，しかも技術が可能性としてのみ存

在する場合は，可能性を・現実とするためには各界を動員するとともにジ望

ましさの程度を他のナショナル・プロジェクトと比較しながら事を処する」

に相当する。このような場合は，協力者に』損をさせないよう「にし．なければ

ならない。

　2．　このプロジェクトは，国にとって重要であり，まだ各界が利益を得

るものであるから，国民の理解を得るための正しい熱心なPRも必要であ
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る。

　5　原研の役割は動燃ができてから変ってきている。すなわち，開発研

究と関連基礎醗究を受け持つことになつ・ているがゴ．・これはナショナル・プ

ロジェクト推進の上でバック・パワ」となろう。

　4．　研究については大学，原研，メーカー等が一連の研究体制を持ち，

基幹要員を申心とするグループによるプロ「ジェクトの運営が考えられる。

　5．　ナショナル・プロジェクトは国家経済から考えても，産業界に利益

をもたらすものでなければならない。このプロジェクトによってメーカー

は実力を養い，メーカーの効果はメーカーに還元しなければならない。

　6．　今や原子力のみならず，外国の技術導入の時代ではなく，爵主開発

すべき時代である。これには行政制慶，産業構造，社会環境等の問題があ

り，、困難性はあるが，政府，動燃に訟いて弾力的に実施して欲しい。

　ス　全体約に少ない技術者，研究者を有効に利用するためには，計画管

理が重要である。

　a・政府，下燃においてもいくつかの’困難性に直面しているが，これを

解決するよう努力している。

　9　新型炉の開発に関運して，わが国で開発したものをユーザーが採用

するかどうかの発書もあったが，長期的かつ国艮経済的観点に立って・，結

果的に安・い電力を供給する方向から採用が考えられる。

1α　動』力炉開発はわ．が国としても他に例を見ない大きなプロジェクトで

あるが，今後のプロジェクトのいいエキザソプルとしたい。
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［≡繍演ヨ

議長　加藤博見氏（関西電力株式会社副社長）

1．電力需給と原子力発電の見通し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央電力協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事’山崎久噌氏．・

　中央電力協議会では，このほど45年腰から52年匿に至るて0年間の

電力長期計砥をまとめた。

　電力需要想定に当っては，その基となるGNPを48年｝夏時点で49兆

ス900億円，42年からの年平均増加率をao％とみ，鉱工業生産の48

年慶／42年慶の増加率を駐6％とみた。．

　鉱工業の主要なものについての生産量は，48年度に診’いて石炭5，6勧

万t，石油精製2億2，・700万K／，　粗鋼贈70万t，ア「ルミニウム9G万

も，その他なとなって濁り，これらの馳産に見合う電力需要量は，42年

から48年にいたる増加率の高いものとして，特掲産業では石油精製16，0

％，アルミニウム12．8％，ソーダ1α2％，鉄鋼＆5％など，一般製造業で

は石町化学2α9％，食斜品伍1％，機械1Zア％などとなっている。

　需要種別（電灯，業務用，小口，大口電力）を総合した需要端電力量の

42～48年慶の増加率は8・7％となっている。

　年負荷率低下の傾向にあるため，ピーク需要は電力量よりその伸び率が

高く，特に夏季ピークの伸びは近年顕著であるため，その伸びは偉1％と

なっている。

　これらの需要を賄うための電源開発については，将来の需要形態への適

合性を考え，原子力発電の促進される実清を考慮し，ピーク供給力用とし

て，大容量揚水式水力開発を計画に相当量澄りてみ，また，火力，原子力

の大容量化の見通しが内外の情勢から明るくなっていることから，これを

積極的にこれをとりいれている。火力では憶。万KW機が47年匿，原子
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力では筍0万KW級機が48年慶に着エ．ζなっているが，この原子力開発

促進傾向は，将来のエネルギー需給や経済性向上の面に加えて，最近火力

の公害問題がきびしくなっていることもありかさら1こ助長される。

　供給予備力は現在7％を目標としているが，将来はサービス・レベルの

向上，電源構成の変化などから若干数値が大きくなる傾向がある。

　これに必：要な10年間の電源開発憎憎は，水力i、OOO万K：W，火力5β00

万KW，原子力1，200万KWとなっている。それで関発蟻は，葡期（45

～．48年慶）水力15％，火力76％，原子力9％とであるが，後期（49

～52年慶）は：水力20％，火力47％，原子力55％となる。

　な診，．この開発を実現するための工事帯解は，｛0年間に水力5，200万

KW，火力4，200万KW，原子力2，500万K：Wで・着工べ一スの構成比率

は前期に澄いては水力16％，火力59％，漂子力25％，後期では水力

肇5％，火力47％，原子力・40％となる。

　将来の燃料消費の大勢をみると，52年慶にお’ける火力用として，石炭

を仮に2，000万もとすれば淘は約釦的万K4となる。

　核燃料所要量は，『U308で轟8r年下2，460　t，52年慶4260もとなり，

累積では55年度までに約52，0eo　stが必：要となる。

　原子力開発計画を前年慶長凸計画で対比すると，前年度の32地点で

2，10D万KWに対し，今年度は38地点で2，700万K：Wとなっている。

　また，1原．子力の建設費単価については，前年慶の推定では50万K：Wで

6～ア万円／KWと想定され，鴛0万KW級で5～ε5万．円／K：Wと見込

まれていたが，その後の状況はこれよりやや高明どなる傾向とみうけられ

る。しかし長期的にみれは，その経済牲については十分な期待がもてると

考える。

　最後に，畏期計画にむける工事資金の大勢をみると、望一〇年通算では7

兆5，700億円という彪大な資金を必要とし，その内訳は電源44％，送変

配電等流通設備46％，改良費その他10％ということになる。

　　　　　　　　　　　　　　　囎
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2．軽水型原子力発電所の建設状況

　　　　　　　　　　敦賀原子力発電所

　　　　　　　　　　　　　　日本漂子力発電株式会社技術本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　副本部長，・浅田忠一氏

最近の建設状況と建設過程中に島島になった点．について簡単に述べる。

1．　機器の製作状況

　（1｝　原子炉圧力容器は，パブ日立工場で製作され，Oyster　Creek，

　　Tarapurの建設経験から一部手直しを行なったため，予定工期よ

　　り少し遅れ45年10舟，製作を完了，．各種の試験完了後，可自讃

　　可2日，現地据付工事を完了している。

　（2）　タービン発電機はGEで製作されたが，GE工場や港湾荷役労働

　　者のストライキのため到藩が遅れている。

　｛3｝　その他の機器については，圏内で製作された主復水器，．主変圧器，

　　起動用変圧器はすでに据付を完了して輸り，制御盤レ計測器の一部

　　と燃科取替装遣等がまだ米国で製作中であるのを除きかすべて現地

　　への搬入は完了し℃いる。

2．　現地工事

　｛1）　原子炉圧力容器の据付完了後，圧力容器内構造物の取り煽げが開

　　始され，2月中に一部を残，して再循環ループ系も完成する予定であ

　　る。初期炉心用燃料の現地舞入は今年の初夏頃までに，燃料装荷は

　　8月頃を穏ざして努力しゼVミる。

　（2｝　復水器．復水脱塩装覆：，空気圧縮機などは工票を完了し，通．水試

　　験，調査運転を実施して於り，主ダービソ発電機は，現地到着のス

　　ケジュールにしたがって据付が開始さ静ている。

　（3｝　中央捌御蜜，化学実験室，嶽ッカ並等を含むサ」ビス．ビルにつ、

　　いては建築工事は完了して煽り，各室内の装置等の搬入を待つ』だけ

　　である。

　⑳　復水器冷却水系は取水設備，循環ポンプ，、各種弁類を含めて完成。
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　渥外欄閉「所，主変圧器，起動用変圧器等の工事はほぼ完了し，、5・月

　　からの特別高圧でめ受電が予定されてい『る。

　（5）　廃棄物処理施設，スタック，トンネルは，最も遅い工程に組まれ

　　て澄り，現在までの工事が進められている。・

＆　工事中の技術的諸闘題

　　現在までの工事中に誇こゲた主な技術的諸点としては，次の項隠が

　あげられる。①原子：三下：力容器の溶接，塒にスタブチ’ユー’ブの溶接に

　関する蘭題，②原子炉圧力容器の運転開始後のサーベイラツ・スに関し

　て，初期状態の超音波探傷記録の闘題，③ドライウユル外側，生体遮

　蔽壁の施エ法に闘する間題。「

葵浜原子力発電所

　　　　　　　　　　　　　　　　　関豆葦電プコ株式会社　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力部長　岡野茂夫氏

t、，1 ?設工事の現状

　　1号機は昭和41年1、2月に着工以来，・2年5カ月にわたり工事は

順調にすすみ，格納容器ジタービン室，特高開閉所∴放水口，放水路

　等は完成し，．現在，格納容器内部コンクリート，外部遮蔽コンフリー

　ト，ボ「イラー機械蟄，中央制御室，事務藤，’取水口などの諸工事とタ

　昭ビン発電機の据付工事を実施中である。今後機器骨付工事の最盛期

　にはいることになる。2月末現在の総合進捗率は約51％である。

　　2号機は45年の5月に藩工以来薯Gヵ月であるが，本年1月より

格納容器の組立てを開始し，これと並行してタービン室の基礎：工事を

　実施中であってひ総合進捗率は約1τ％である’。

　　次に1号機の建設工事について述べる。

｛1｝原子炉関係・：格納容器の外部遮蔽ゴソクりごト：壁は85％打設を

　終了し，格納容器の内部では，原子炉容器，蒸気発生器の遮蔽壁診
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　　よびこれら機器の支持金物の取付を実施中で，壕月以降，ボイラー

　　クレーンの据付を行ない，ひきつ讐き原子炉容器，蒸気発生器の据

　　付を行なう予定である。

（2）　タービン発電機関係：タービン室は現在仕上げ工事を実施中であ

　　り，機器の据付工事は昨年9月に脱気器の据付を完了し，11月よ

　　り復水器の組立て，本年㌻月にポールアップ方式による発電機の吊

　上げ裾付を行ない，2月からタービンの据付を実施して．いる。

　｛3）・特高開閉所闘係：建屋は2月に完成し，今月初めより遮断器等の

　　据付を実施中であり，8月には275K：Vの受電開始予定である。

｛4）　教育・訓練：原子力発電所の運転，・保守要員の教育訓練のため，

　　42年末，45年初め1こ技術者を6名つつ，2グループにわけ，約

　　で1カ月間WH社に派出し，現在隔地において教育資料，運転要項

　　等の規程の作成準備中である。5月より運転要員の机上教育を実施

　　している。

2　原子力発電所建設に対する所見

｛1｝着工前の地盤調査：原子炉の位置を決建するため61カ所，延

　　2，500盗のボーリングを実施し，地下20mに約2m琵の試掘横杭

　　を延185m掘削し，岩質を直接調査している。

（2｝安全審査：政府の安全審査に提出する資料の整備にかな．りの疑義

　　を必要とする。

｛3｝　品質管理：原子炉の諸設備の安全性の確保と，故障の際ρ補修の

　　困難性から，機器の製作，保管，据付中の品質管理を徹．底的．に行な

　　う必要がある。

14｝　放射線遮蔽と耐震設計：原子炉容器遮藪3ソクリートは厚さ1．5

　　m～2mボイラー補機室の外壁で歪mある。鉄筋量はてm3当り200

　　梅～250辱に達し，火力に比し約5倍で．ある。機器，配管支持金物

　　についても耐震設計が必要である。

（5）技術基準：米国にはASMEのCodeがあるが，日本の技徳基準と

　　若干相違している。輸入品について断要の資料を入手するのに苦労
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　する。専門の調査員を派遣している。　』　　　．　　　　　　噛

㈹　溶’接に関連する事項層1諸設備・は錆が発生すると放射能化される。

　これをさけるためステンレス・スチール製の機器配管を使用す『る。

　したがって火力に比し，数倍の溶接工の確保と十分な品質管理に留

　意する必要がある。

福島原子力発電所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京電力株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力部長　野村顕雄氏

　嫁鑑県の太平洋岸の双葉町，大熊町にまたがる90万坪が当社・のサイト

である。太平洋の谷側に北防波堤と南防波堤を作り，ここからコンデンサ

ーの冷却水を取水し，また重量物の物揚場に使用するため工事を進めてい

る。50m平均の高台を約10磁まで20m分だけ掘削・整地し，北側か

ら窪号機，2号機を現在建設中である。取水設備は4此分を考慮している。

超高圧開閉所は10m～50mの島台｝こあり，とりあえず，　2フ5KV；の受

電を来年早々行なう予定である。

　1．　肇号機と2号機の仕様概要：1号機は41年丁2月にアメリカのG

Eと沸騰水型を契約し，ターン・キー方式である。出力は46万KW，蒸

気流量は2，480t／ぬ，　初装荷ウラン量は7＆2t，平均濃縮慶は2，09％，平

均燃焼慶16500MWD／も，炉心の平均出力密慶は4α6KW／4，　燃料アセ

ンブリは初装荷400本，圧刀容器は通産省の技備基準による。高き約2b

In，肉厚シェル部分で可60槻，格納容器の高さ52鵬，サプレシ壷ン・チ

ェンバーの下のリングの直径は5G阻，タービン55　i爲原子炉建屋の総

容積，．85，eOGm8，　総重墨66，Gogt，コンクリートのボリュームで58，6GG

m3である。

　これに対し2号機は・GEと日本のGETSCOとの欄に繊別に契約した。

出力78：万4，QooKW，蒸気流量4，440t／瓦　初装荷ウラン量鴇6．8t，平
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均濃縮度220％，平均燃焼度2．1，000照WD／t，炉心の平均出力密度51・2

KW／6，　燃料アセンブリは548本，圧力容器の内径が鯛部で旦5加，

高さは2・2m，肉厚て38麗，格納容器の高さ55・卑，．，サープレション・チ

ェンバーの下のリンクの直律は55m・原子炉建屋は12万m3・総重量

て。万む，コンクリート・ボリューム9万m＄，鉄筋1万宅である。

　2．　建設状況：当社が別途直接に施工している防波堤について述べると，

正面海岸は遠浅で沖合8De類位のところが10mの水深である。そこまで

取水溝を伸ばしている、。北防波堤は総畏、765通，．南防波堤は940迅，南北

防波堤の間隔は旬Om，入口に澄ける流速は4基完成時に診いて毎秒以8

伽である。物揚場は卵00ゆ船の着岸可能である。この防波堤を作るにあ

たり・，その骨材については現地にて調達している。

　τ号機は総合で2月末現在で55鎚の進捗率である。現在のどころ工程

ど齢り順調である。

　工場製作騨係では国内品としては圧力．容器が一番閥題である。．・炉心部分

については東芝に下請している。給水加熱機，給水ポンプなどは日立に下

請している。

　出入品については，タービンと発電機嫡本年のIo月にアメリカのGE

より出荷の予定である。2号機については，圧力容器とドライウエルの板

．が石川町に入荷中である。

　了号機の認可申請は董3回目分割の予定である。第6回演まで．の認可は

すんでいる。2号機は第．2回目まで申請済みである。

　5　運転準備：．1号機は当初電気串力40万K：Wで．あるがジこのほ・ど

46万KWに増大させることに獄つた。．これ1さ，当初熱燗力158万K・Wを

申請する計画のと．ころ，当時詳細なデータが少なく，安全を期してて2歪．5

．万KWに診さえていたが，最初，ドレスデンの2．　5号機やミルストン炉

で建設時よりもT5％の熱出力上昇が認められるなどの例もみられ，また

データもはっきりしてきたので，出力上昇に踏切ったのである。

　建設で一番芳労したことは，　ドライウェルの’麺．りに50観のギャ．・ップを

澄いてコンクリートを．打ちφげてゆく仕事である。
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1燃料については，｛号機はGEに全部依頼済みで，来年¢）δ月．よトり・：入荷

予定である。2号機はGEと成型加工のみ契約し，ウラン精鉱，転換，濃

締については，溺二手．配’する予定である。・1運転員の養成につ1いてはジ昨年

5名，本年25名，GEに派遺し，これを基幹人員．どして運転に遺漏なき

ようにしたい。

　　　　　　　　　　　　　　　需

　　　　　議畏　田中直治郎氏（東京電力株式会社：常務取締役）

3．核燃料資源の確保について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電気事業連合会原子力・部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部長代理・三宅　串層氏

　1．　摂本はその資源事情から，ほとんどすべての核燃科を海．外に求める

必要がある。将来に龍ける原子力発電所建設の進展により，1長期ベースに

もとつくウランの確保が重要である。

　2．　電気事業は公益事業であり，かつ．ウランの最大ユーザーである。し

かしてウランの・長期安定的確保は重要な間題となる。

　核燃料サ、イクルの諸段階の完全国産化，核燃料供給産業の確立が望まれ

るが，しかし，早急に国内体制を確立・することは無理であろう。

　5　USAECの「Ruclealr　lnd鴛stry一で968」によれは，1980年に

は自由諸国にお・けるウラン累積需要量はU308で4て～49万ショート・

トンと見込まれている。少なくとも，今後20～ぎ0・年間は毎年，常時ウ

ラン需要は増大の一途をたどるであろう。

　他方，ウラン供給面については，196フ年末発表のEN｝ヨA・レボー・・トに

よれば，・自由諸国のウラン既、知埋蔵量は，U308でポンド当りて。ドル以

下のもの一85万ショート・トン，10～15ドルのものフ・8’「万ショート・

トンである。

　・最近，ア‘メリカ，カナ・ダなどで．は探鉱活動が活発化してきでいるが，ウ
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ラン鉱業調査団レポート（1タ68年）によれば，1966年以降，第2次ウラ

ン探鉱ブームの様網を附してきたと報告されている。

　4．　探鉱技術の進歩が考えられるため，畏期的には悲観視すべき要因は

ないが，しかしウラン需給バランスの楽観視はできないのではないかと思

う。

　すなわち，現状自由諸国では総計約購oo万KWに診よぶ原子力発電所

建設計画を有していると云われているが，その大部分が本格的に稼動し始

める曾7G年代の前半にはウラゾ需給は一時的に逼迫するのではないかと思われる。

　な誇，アメリカでのウラン政策転換決定（罠有化）はウラン需給・価格

に大きな影響を専えよう。

　5　最近，石油資本のウラン探鉱進出が顕著になってきた。て980年代

には石濾資本がウラン・マーケットを支配するのではないかという意見も

ある。ウラン資源はカナダ，アメリカ，南アフリカ，オーストラリアなど

に偏在しているが，その探鉱活動は，耳門は石’労資：本による寡占化の傾向

をたどるものと思う。

　6　日本は長期契約澄よびスポット契約によるも．のを合計して，現在，

1ス700ショート・ト1ソのU308を確保済であるが，日本に澄ける昭和55

年までに要するウラン累積需要量は約52，000　ショート・トソと推足され

て論．り．まだ55％を確保したに．止どまる。しかして，ウラン資源確保の

第三方法として海外諸国との共同探鉱に積極的に乗出す必要があろう。

　Z　日本に訟けるウラン確保策としては次の三つの方法があるが，この

組合せを弾力的に遂行して行くこと．となる。

　　①長期契約・…安定供給という嚥ではプラスであるが，所要の時期

一タイミングーが蚕要となる。また，価櫓・エスカレーション条項が契約

時にはポイントとなろう。

　　②　スポット契約・・・…引渡量が均等化される長期契約の補完的役割を

はたすが，価格は需給バランスにより変動し，高いものも安いものも買う

というケースが生じよう。

　　③　探鉱開発・一・探鉱活動には当然リスクを伴うが，上記の長期契約，
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スポット契約と並行して取組む必要がある。探鉱開発を遂行することは長

期ス拘嘆纏有利噂びく作州もたらマであろう・したが・て鉱

業が積極的にこの分野に参煎することを期待する。しかし海外探鉱にはそ

の基本的性質上，当然リスクを伴うので，常に数地域で並行的に開発する

必要がある。

　探鉱方法には鉱業が自ら行なうケース，鉱業が電力と共1即して行なうケ

｝ろ鱗が酬嫉と共同して行なうケース・電力が二野ζ網司し

て行なうケーみ鉱業と電加瑛同して海外鉱業と寒肌て謳うケ：一ス

などが考えられる。．鼻本はウラン資源が乏し堕ので，ウラン探鉱は海外で

海外鉱業との共同により遂行されることとなろう。ただし，上記の探鉱方

法はケース・バイ・ケースで弾力的に選択実施されることとなろう。

　＆　国内の核燃料体制整備の闘騨については，現段階では，結論を繍せ

るまでに至っていない。

　しかし，ウラン資源の重要性にかんがみ，国がまず民間活動を円滑，容

易に行なわせるための丁丁整備と飼1面援助を積極的にはかう必要炉あξ｝ρ

かかる国の協力を受けつつ・民間が自主性を拷匂準期契約方式と探鉱開

発方式を二：本柱として推進していくことが肝要なのである。

4。核燃料問題の現状

　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力発電株式会社技術本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　燃料課長　今井隆吉斥．

　tA・D・リトル社の報告書（AEC絢よび綾務省よりの委託作業・）に

よれば・KW当り所要燃料費は・初装荷燃料50ドル・敢替燃料6～7ド

ルである。また，1980年に蘭けるアメリカの原子力産業の年間Vaheは

総計で約50億ドル（原子刀蒸気発生器τ0億8，500万ドル，燃料サイク

ル18億5，000万ドル，タービン発電機8億4，000万ドル，その他て2億

2，700万ドル）と見込まれている。特に燃料サイクル費嫡全体の約40％
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を占め最大のValue　となっている。ちなみに，燃料サイクル費窪8億

．5，000万ドルの内訳は，精鉱5憶6．000万ドル，転換1ス000万ドル，濃縮

7億1，000「’万’ドル，成型加工4億切00万ドル，再処理1億ドルとなつ1て

いる。

　2．　上記の数字を日本にあてはめてみると，日本に涛ける燃料サイクル

のValue　は年間1，000億円程度仁は筒単になる計算となる。10年後に

は年間2，000億円程慶になろう。したがって，将来日本においても核燃料

産業はかなり大きなValue　を持つこととなろう。

　＆　アメリカでは核燃料の手当方法（融資によ『る『直接購入，リースなど）

が問題となっている。

　鍛近，初装荷燃料の資金調達のためNY州債発行の話がでているが，こ

れには州債権に対する免税聞題がからんでいるようだ。

　4。　核燃料産業は独占的形態が強いが，核燃料サイクルについて投資，

技術の関孫でみた場合，寡占状態はやむを得』ないという一つの結論がでる。

英国ではAEAの再畿成がなされているが，核燃料部門は国が臆資した公

社に残すようであり，』南アの産金箏業（ウランの副産物）も蔑間企業がや

っているわけでない，米国では大石油資本の進出という傾向も’ある。‘また，

軽水炉心設計の技徳は米の大メーカーが握っている。核データを炉心のビ

ヘイビアに合せていく技術は，過去の業績の上に成立つものであり，これ

をGE，　WHが独占しているのである。

　5，　前述の通り，アメリカでは掃80年頃には核燃料産業が大きく成長

し，うち特に濃縮のウェイトが最：大となる。この濃縮は完全に独占の形態．

となうている。現在，濃縮ウラ．y製造能力を有する国は5力国があるが，

濃縮をコマーシセルベーメで供給できるのはUSAECのみである。現行の

日米協建にもとつくウラン供給保証の．問題では，濃縮施設が民営移管きれ

た場合，協定上の拘束力がなくなるという事態が心配される。もう一つ，

懸念されること臨現有のAEC施設でをま，、9功年氏半撫と供給加杯

足するという問題である。年間以500トンの分離作業単位の施設を薪設サ

る場合，145億ドルの資金がかかり，460万K：Wめ電刀が必要である。そ
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して，L．　F，100％で4ミル／KWhの電力を使って，　r2ポドル／鞭の濃縮

料金に競争可能となる。このような大施設を艮問企業で維持できるかどう

か，JCAE　で心配し’，しばらくは公営で，’例えば通信衛星に澄けるイン

テルサットのようなものでやり，外国からも資本参加を求めたらどうか1

など提案がなされている。

　ム　西ヨーロッパ諸国では，ウラン濃縮の能力をアメリカから独立して

獲得することを長い間真剣に考えてきたが，最近，濃縮に関する二つのレ

ポートが出された。一つはCommon　Marketより，他はForatomからで

ある。それによれば，ヨーロッパは衿72～フ5年頃までに2，500t（SWU＞

／奪の濃縮ウランを要する。ただし，アメリカに対抗しヨーロッパが独自

で施設を持つとすれば，コスト問題は次の通りとなる。

　　⑳　ガス拡散法の場合は，1，70D万ドル／年程慶の国の補助金を受け

なければ生産コストはアメリカの26ドル／靭（SWのに対抗できない。

　　＠　遠心分離法の場合は、御00億円程度の資本投下で27～28ドル

／晦（SWU）で生産可能である。

　　O　ノズル法の場合は建設費が安いが，他面，使用電力の閣係で生産

コストは50　ドル／胸（SWU，と高い。

　ス　したがって，濃縮閤題については保険的意味を含めてヨーロッパが

共同して処する傾向が顕著となってきたのである。かかるヨーロッパの動

向に照らして隠：本を考えて見る時，地理的にもうまい隣人がなく，また，

50年頃まで可能性の研究をやるという現状のままでは，濃縮の面でも立

ち澄くれてしまう恐れがある。原産のウラン濃縮蘭題検討会でもこの問題

を検討しているが，一力国のみに依存する体劇の打開の検討は早急に行な

う必要があると思う。

　a　濃縮ウランと使用済燃料中¢）プルトニウムば，単に資源的，経済的

のみならず特にNPTとの関塵に論いて国際政治の焦点となっている点に

もわれわれは留意すべきである。濃縮工程も崇然NPTの査察の対象とな

るのである。

　皇　以上要するに，将来大きなValueを代表する産業となる核燃料産業
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の規模は，国際的スケールで検討する要が勇◎，1核燃料の国産化を考える

場合・現在・所有してないものについて技術闇発し・建設していく場合に

むいて，この独占形態の関連を十分考慮する必要がある。また，単に経済

的側面のみならず，．国際政治が具体的な影響を与馬る点などにも十分留意

しなければならないのである。
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鎚盤殴
国産化問題と開発こ環境の充実

議長　村田　浩氏（日本原子力研究所副理事長）

パネル・メンバー

　　大　永　勇　作　氏

　　倉　本　畠　昭　氏

　　向　坂　正　男　氏

　　柴、鼠二三男　氏

　　高，ジ市利夫氏

　　田中1．好雄氏
　　森』島　顯　男・氏

　　横須賀　正　寿　氏

（五十音順）

（通商産業省大臣官房総合エネルギー政策課長）

（動力炉・核燃料開発事業闘計画管理郷長）

（日本エネルギー経済研究所長）

（中部電力株式会社取締役）

（富士電機製造株式会社原子力部長）

（科学技術庁三子力局次長）

（株式会社日立製作所象子力部長）

（・三菱原子力工業株式会社敢締役）

　一般に圏産化といわれるものの内容は，二つのカテゴリーにわげて考え

られる。その㍊つは，いわゆる導入技術をべ一ヌとして，わが国の産業が

これを消化吸収することにより，自身の技衛にして行くという国産技術を

．意味するもの，他の一つは，国内の自主的な研究開発をベースとして，そ

こから発展した原子力産業技術をつくりあげるという意味のものである。

　こうした国産化とこれにともなって必要とされる開発環境の整備，充実

という問題は，・．これまでもいろいろ論議されてきた。しかし，従来，原子

力技術．の開発計画が必ずしも具体的でなかったのに比して，最近の情勢は，

勤力炉瀾発，原子刀船開発などにみられるごとく，大きな開発計画が確立

され，』ナショナル・プロジェクトとして推進されつつある。こうした時期

にお’いて；あらためて国産化間題をとりあげることは意義の深いものと思
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われる。

　以上の観点にたって，パネル討論会「国産化問題と開発環境の充実」を

開催した。はじめに囁，45：春秋∴樋産省の委嘱をうけて派選された原子力

産業調査団の団長向坂正男氏から欧米諸国の原子力産業についての講演，

ついで，各パネル・メンバーのキー・ノート発表と討論が行なわれたがそ

の概要は次の通りであった。

パネル討論会にお・ける講演

　　　　　　　　欧米における原子力産業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本エネルギー経済研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所長向坂正：二男氏

　昨年，通産省派遣の原子力産業調査団団長として欧米を調査した結果か

ら，本日のテーマr国慶化難題と開発環境の充実」にしぼって報告する。

　そこで本日の報告は，ほ｝軽水炉を中・心とする実獲得の技術導入と国産化

の問題，②原子力常業の市場規膜と競争市場の間騙について述べる。

　ω　西』ド1イソは素躍から軽水炉の技術導入（WH社→ジーメンス社，　G

E社→AEG社）をして，これに技術改良を撫えていったが，現在旬。％

の機器の国産化能力をもち，発電雛ストの、見積りも予想以上に安．く潤して

いる。そして親在，60万KWのものを標準型として売込みを開始して輸

り，197て～72年運開を目標に2地点で建設を進めている。この60万

KWの建設費は4万5，、000円．／KW，発電コストは筆円89～9．0銭／KWh

となっている。

　西ドイツでは軽水炉の技術導入に関して，「われわれ自身設計すること

に対してチェックするため導入した。いわゆる国産化と技術導入を同時に

してきた」といっている。技術改良も経済性よりは，運転の儒頼性を高め

ることに主眼を細いている。AEGでは核過熱の研究も進め，原型炉の建

設に藩手している。ジーメンスは独自の設計で加圧重水炉を作り，54万

KW二Lニットのアルゼンチン向け輸出契約に成功した。これは軽水炉より
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建設費がコ～2割高いが，将来競争できるものにしようと政府が4～5％

の低利輸出資金を与えている◎この型は、天然ウランを産出する後進国に輸

出する型畠として開発されている。

　政府の援助は①基礎研究，実験炉②原型娩実・証炉③実用化の5段階に

区別して行なっている。④については建設費が在来火力より余計かかる部

分の何割を負担するとか，特別償却その他税制上の優遇借置を講じている。

②については｝メ’一カーが電力『に保誕した運転状況より実際に悪かった場

合，その9割まで政府が裸証す・る』。もうかるようになれば後で返済すると

いう，いわゆる電刀会社が引受けやすい方法をとっている。③に・ついては，

直接曲・な政府の援助はないが軽水炉の信頼性，安全性を高めるため’の技術

改良：の研究に援助を行なっている。

　以上みる如く西ドイツでは，政府，メーカー，電力の協力体1制旗うまく

・とれて・回り，国産化闘題は，日本より数年あるいはそれ以上先へ進んでい

馳るといえる。

　（2｝『∵原子力産：業の市場規模に関連した聞題だが，‘炉型刷に・分業体1制をと

るのと，競争促進政策をとるのと，どちらが有効かという閥題意識で調査

した。

　この点で，米困と欧州は対照的である。米国では〆自由競争はあちゆる

産業政策の塞本的考え方であ’るが，原子刀でもやはり競争促進’政策をとっ

ている。米国の源子力発電開発規模は1980年に1億5000万KWに達す

ると推定され，これでいくと19ア0年代後半には・80万～旬0万ユニヅト

で20基／年の需要が見込まれ，肇メーカーに4～5・基／年め受注がある

勧定となり，薮規投資の誘因が多分に存在している。

　欧州では分業体制で開発を急ぐ形がとられている。西ドイツの科学研究

省にただしたところによると，AEG，ジーメンス以外に第13のメーカー

を育成する点について，その意図も必要もないと述べている。

　欧州での国内市場二三はあまり大きいものではない。60万KWユニッ

トで4’ん6基／年程度，これも当面5年間では年2基程腰である。また，米

国に，比し『て技術開発も遅れているが故に，分業体制を職り研究開発の援助
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を与え．，できれは他国に先がけて輸出市場に進出したい考えのようである。

　次に国産化推進は何を根拠として行なわれる必要があるかについて，見

解を述べさせていただく。推進の理由として次の4点があげられる。

　すなわち，③外貨収支上の節約，②エネルギー供給の安全保障，③経済

性，④強いてあげれば公害問題対策として急ぐ薦である。

　これらについて緩急のウェイトをつければ，当面は実用炉の経済性に重

点を診くべきであると思う。その方法も①マス・プロダクション②スケー

ル・アップ③技術改良の三つがあり，①と②は米国が，③は西ドイツがと

っている方式である。日本の場合，どの方式を採用するか重要な問題であ

る。60無頃の日本の国内市場富豪は，薪総需要400～500万KW／年程

慶であろうが，これを60万KW級で工場の操業が流れ易いようにするか，

筍0万KW級で流れを悪いようにするか，企業の採算点から検討する必要

がある。輸出の問題についても，完成品でするのか，重要な部品であるの

か，十分に考えておかないと圏内布場だけでは採算は難しいと思う。市場

規模を考えながら，研究開発費をどのよう砕回収していくか，企業体制は

何が最適か，その考え方を聞きたい。

　Oキー・ノートの概要

　向坂氏の講演に引続き，パネル・メンバー6氏からKey　Noteの発表が

なされた。

　横須賀氏はメーカーの立場からみた技術的面について述べ「日本のメー

カーは国産化の技．術能力については十分の自信をもっているが，まだ完全

な実績がない。この実績がないということで信用されず，したがって実績

をつくるチ・ンスが与えられないとい憾循環がわれ神の悩みである」

とうったえた。

　森島氏はメーカーの技術能力について，nlan　powerの面からとらえ「

「①栽しい人的資源の開発のために，学校教育の充実のほかに運転要員の

教育訓練が大事なこと，②ユーザーが火力で果した経験聖吸収．してsys乞e鵜

designに取入れていきたい。③火力と原子力は経済性の面で競合してい
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るが，その人的資源はごく一都を除いては同じものである。調和のある姿

が望ま麹るr．④技，術準歩．に伴いユニットの大容量化が進められようが，

man　powerの節約のためにユニットの標準化が望まれる」と報告した。

　高市氏嫡，政策面についてふれ、，　「在来型癖の開発は民間，新型炉の開

発は国と責任分担を賜確にしたらどうか，また，導入守号炉については西

ドイツで行なわれているように，その原子力部門については，そのリスク

を国が負い，その経験や実績から2号炉以降はメーカーがユーザーに対し

full　guaran七eeする」などを提案した。

　柴田氏は「国産化の推進は，メーカー自身の自主的即戦によらねばなら

ないが，ユーザーが進んで協力する積極的態度をとることも大切である。

そしてスケール・アップとマスプロの関係が閥題になるが，わが国のよう

な下場規嘆の小さい国では，スケーノレ・アップのテンポと国産規模との調

整の上にたった，最大経済点を見出した：上で，電源鮪発計画を進める必要

が痛感される」と述べた。

　倉本氏は，natiOIlal　pmlectに関連して「薪型炉の実験炉から原型

炉までの開発は，動燃事業団を中心に進めていくか，、この原型炉．から実用

炉への開発に…ドいて、政府と畏間はどのような役割をもっていくかについ

ては明確なものがなく，産業界はどうすべきか迷っている状態である。要

するに，この初のケースをいかに成功させるかということが，・自主技術の

蘭発への道を開くことになるのではないか」と述べた。

　大永氏は「国産化を推進するためには，メーカーによる実証化のための

試験の充実などの地道な努：ヵのほかに，ユーザーなど濁係者は，長期的に

みれば国産化が樋格の低廉および工期の短縮に結びつくことに十分な理解

をもち，国産化へ踏切る決断が要請されるところである」と述べた。

　○議長が提起した問題

　原子力発電プラントは①放射性物質を取扱うことからくる万一の被害の

問題，②大施設でかつ複雑な技術を取扱うために建設工程が長期にわたり・

トラブ．ルなど遥ると損害が大きいことなどの理由から，現段階では他の大
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型塵業機器に比し「てり‘スクが大きい。

　国産化推進には，メーカー，ユーザごなど産業界の努力の必要は硲うま

でもないが，国の助成も重要な問題である。この助成について，現在より

もっと拡充の強化の要ありゃ否やの澗題であるが，西ドイツの例は参考に

なるであろうか。日本に適用することが可能か1否か。これを疹めると，次

の土つとンカテゴリーに分けられる。’

ω　研究開発リスクを国が負担する

　①在来炉に対するもの一産業界の研究開発費の負担（勉強代）

　②　三型炉に対する負担

（2）資金薗の間題（金融・税制描麗）

　①国自身が出す研究隔発費1』

　②建設費などの面での負担軽減

　③rコスト・ギャランティー

など種々の形の助成策が考えられる。総合的，並行的に実施できるか否か

は，わが国特有の産業構造や経済パターンと関連し七考える必要があろう。

こ・のほが，人員の養成」確保，技徳蕃準の確立，立地の確保の問題の関連

も十分検討の：要があろう。

　○討論のまとめ

　前述6氏のKeア聾。むeめ報告を議長がresumeし，討論の間題点をしぼ

ってから，向坂氏パ田中1氏を加えた8氏で討論が行なわれ，これを議長が

次めようにまと’めた。

　わ1が国に細ける厚子力発電開発は，今後ますます進展していくが，これ

に伴い国産化も一層推進されでいくことは論をまたならことである。そこ

で当面焦点になるのは，低廉性の問題ということである。

　この経済性をどのような手段で達成していくかということであるが，①

マス・プロダクション②スケ幽ル・アップ’‘ B技術改良一標準化の三つの

手段が考えられる。

　米国はマス・プロダクションとスケール・アップ，爾ドイツは技術改良
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一・ W準化の路線をたどっている。

　わが国の進むべき道は，このいずれでもなく，この両者をミックスした

方式が考えられるところであろう。マス・プロダクションにもスケール・

アップにも努力する。しかし，米国と市場規模や輸出の仕方なども違う薗

があり，技術改良もともに行なわねばならない。いわゆる，一種の混合経

融な形で離化を鍼していく・rれを三体で．な仕勲カクテ，ル回

る。国内，海外からも美味をうたわれ‘るようなカクテルにもってい・くべき

である。

　わが国の’驚異的な高慶成長に対して，海外では日：本人はecono恥ic

animal遊から「だといっている。けっしていい意味でいっているのではな

いようだがそれでも結構だ。ともあれ，国全体が繁栄していく姿は望まし

いことである。ただ望むらくは，単なるθeonomiC　animal　ではなく

七echno－ecnomic’ ≠qima1でありたい。

　「薗産化簡題と開発環境の充実」を検討するにあたって，各国のあり方

は非常に参考になるが，結局，われわれは白磁の環境の中でこれをすすめ

る必要があり，日本の産業の自主性ぷ重んじられるわげである。国の助成

は：量的に多いことも必硬であるが，質的な問題と特にそのタイミングが要

請されるところである。

一’
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L錘演二剣

〈原子力船〉

議畏　：進藤：孝二氏（大阪商船三井船舶株式会社会畢）

エ．原子力第1船の建造

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本厭子力船開発事業団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事　内古閑寅太郎氏

　知　第て船の鍛造状況

　船体については，45卑可1月エ場船台で起工式を行ない、2月末現在

細・7。・トンの塔載を終っている・本船の船こく重量は約舗eG㌧ンであ

り，57％の塔載が終ったことになる。今後主蒸気タービン，捕助ボイラ

ー等を塔載して，44年6月，麟体は進水する予定である。

　本船の原子力炉格納容器は，内径，高さとも約望0メートルの立円筒型

で，高張力矧を使用し，その重量は約300トンである。これは石川鵠播磨

横浜第一工場で製作中であり，44年8月頃本船へ塔隠する予定である。

また原子炉格納容器内機器配置実験は，三菱原子刀工業に委託して，静岡

県三島に実尺の格納容器を製造して実施している。

　その後，船体ぎ装，機関ぎ装，電気ぎ装を進めるとともに，2次遮蔽体

を取付け，昭和45年5月1こ船体の引渡しを受ける予定である。引き渡し

を受けた船体は，事業団の季で青森県むつ市の定孫港へ回航するが，この

際，補助ボイラーにより主蒸気タービンを駆動して行ない，曳船は使用し

ない。

　原子炉関係機器は，昭和45年6月から定臨港岸壁に知いて船体に塔載

することになっている。

　昭和47年τ月舘子炉の引渡しを受けることになっている。

　装荷燃料は、52％および4．4％濃縮の二酸化ウラン約2・8トンである。
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昭和46年5月までは加工を澄こない，47年2月から原子炉に装荷する。

原子炉熱出力56MW，船速17ノットなどの性能確認を行ない，4フ年

5月完成の予窟である。

　2　第コ船建造の特色

　　｛1）　第て船の建造契約に思いて，事美団は船炉分離の方式を採用し，

　船体，原子炉の引渡しを受け，事業団自らが第1船を取りまとめる。

　　②　第1船は，メーカーと建造契約を結んでから，完成まで約4力年

　余を要する。これは，米国のサバンナ，西ドイツのオットー・ハーンの

　建造期間に比較すれぱ，約釜馬脚～1力年半短縮した建造スケジュール

　である。

　　（3）　可能なかぎり国産技術によって製造し，機器関係で外国から購入

　するものは，制御捧駆勤装麗，主給水ポンプ，湿分分離器，原子炉格納

　容器貫通金物で，これらは第1船建造契約価格の4％にすぎない。

　　〔41特に安全性の確保に留意した。平野する原子炉の安全設計は，陸

　上懸子力発電所と同じで，船体の安全設計は次のと於りである。

　　　②船体を九つの隔壁により釜。区画に分け，瞬接する2区画に浸

　　　　水しても十分な浮力と復原性をもたせた。

　　　またまた三つの防火隔壁で・匹1つの防火区画に分｛サ・火災の場含1ご

　　　　類焼を最小限匿にとどめるようにした。

　　　②　原子炉格納容器の両側部分は，それぞれ船の幡の28％にあた

　　　　．る空間を設け，多履の甲板で補強し，下部にあたる二重底は高さ

　　　　を増すとともに，型板の数を増して補強した。衝突，座礁の損傷

　　　　が原子炉格納容器に及ばない構造となっている。

　　　③放射線管驚については，船上に1年閣とどまっても被ばく線量

　　　　が。・5レム以下の安全区域を殺げ・咽8時間勤務する放射線関孫

　　　　乗羅「員1の被ばく練量5レム以下であるよう原子炉の遮蔽を行なつ

　　　　て解る。

　　　④　発電設備の多重化と分離配置をはかり電源を確保する。

　　　⑤　原子炉票故時の推進性能を確保するため，補助ボイラーと60五
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　　　トソの燃料タンクを備えている』「

15．　第．雀船脚造に係る業務　　’

第嚢胞の撃墜と平行して，次の業務を進めている。

　①　第1船建造に伴う研究開肇として：臨界実験，炉心構造模型実験，

　　遮蔽実験などを行ったが1これらは昭卸』42年慶でそ「のほとんどを

　　終了して，その成果をすべて第1舶の設計に反瞭させている。

　②定琴弾の建設1青蘇むつ市の下北ふ’頭に約80，000平方メートル

　　の用地を購入し『，原子力船の燃料交換，廃棄物処理などを行なう定

　　帯革を建設している。1

　　　第1船の原子炉ぎ装に必要な定係港施設は，昭和45年6月∴第

　　｛船の回航までに完成する予定ゼある。全施設は昭和46年て2月

　　に完成する予定である。

　③　乗組員の養成訓練：第宝「船の船員を養成調練するためジ現在船負

　　予定者15名を採用して，順次日本原子力研究所の’JPDR，デイソ

　　トープの研修所に派遣して研究を受けさせている1。

2．原子力第2船以降の問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本郵船株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役工務部長　黒川正典氏

　歪，’　世界の外航船舶は大型化1高速化のみならず長距離輸送の傾：向を強く

してきた。

　原子力船は漁だき機関の在来船と異なり，高出力となっても「機関部重量

は顕著に大きくならない・し，：腺有燃料がきわめて少量ですむこ1と，航続距

離が長ぐても保有燃料はほとん’ど変らないこと等の特激があるから，高速

のもの，航続距離の長いものが最も原子力船として適したものといえる。

　試箕によれ・ぱ，原子炉の価格が在来機関の約2倍で，長い航続距雄を持

つコンテナー船‘に例をとれば，コソデナー1，000個積みあ場合は約3a5ノ
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ット，2，000悩積みでは約29ノット，5，000個積みでは約2Z5ノット

（いずれも約1’ 叙恃n力）を境にして，それ以上の速力の場合は原子が船

参有利となっている。

　2．　海蓮は国際的つながりが強く，ある国が経済’ベース1に乗る原子力船

を建造，運航すると直ち1と各国へ波及し，多くの原子力船を出現させる。

世界の主要な海運国はそれぞれの国情に合った経済的原子力船の三三を進

めているが，その重点は経済性の高い舶用炉の癖究，開発である。

　各国の研究，開発方錯ば次の通りである。‘

　①舶用炉を自国℃開発し，それを塔載する第1船をす’でに建造，運航

しその経験をもとにして第2船の計画を進めている。（米国，ソ連）

　②　舶用炉の技術を外国にあお・いでも∴まず原子力船を建造，運航しそ

の経済1ごより技術の． ?上をはかり』，独啓の技術を開発しようとする。（西

独ジ「 Cタリア，　日本）

　③舶用炉を自国で開発し，’＋・分自信めでぎた段階で原子力船を建造し

ようとする。（英国，ベルギー，オランダー，ノルウェー）

　対象の舶用炉の型式は，現在世界では，加圧水型原子炉である。

　原子刀船に適した船種としては，最近，高速コンテナー船と考える国が

増えてきた。

　わが国造船界，海運界，としてもごく近い将来，高速コンテナー船ぶで

き，原子力コンテナご船が普及した場合に備えて，経済性の高い舶用炉の

開発を直ちに進める必：要がある。

　5　』問題点

　わが国1と’齢ける原子力商船の実用化のうえで，次の問題点がある。

　　ほ｝経済二的悶題点：経済的船用炉の開発が必要であるが，このため，

　　・対象船舶，炉の性能，条件の選定，スケジュール，層研究三三休制，

　　　所要資金などが問題としてあげられる。

　　（2）　技術的問魑：建造，保守，撚科交換，安全対策，運航体制，港湾

　　　労働体制，乗組員訓練，港湾設備等が闘題点である。

　　（3｝　入為三間題点：原子力損書賠償関係法制，原子力損害保険，原子
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　　　力船船舶保険，原子力船運躰のための国際条約など

　以上の問題点のうち・経済的・間輝点を除い窟環1船の建造・運航の実

績により解決，または解決の昌途のつくものや，縛来，原子力船が多数建

造されれば必然的に解決をせまられるものが大部分を占めている。

　わが国の原子力第1船は，経済性を二義的に考えたいわば実験船的性格

が強いので，第2船以降の品題は経済性にしほられる。

　この経済性を在熟する最も大きな点は，原子炉の価格を如何に下げるか

にあって，その成否がまた実用的原子力船の実現の極め手となるものとい

える。このことは昭和42年4月改訂された「原子力開発利用長期計画」

の中鱒もうたわれて海り，日本原子力薩：業会議に厚いても，また，昨隼原

子力船懇談会を設置して，第2船以降の実用懸子刀船実現のため検討を行

なったが，それによれば前記コンテナー船の試算を行なった結果でも①舶

嗣炉の仕様はCNSG　皿型，．またはUNIMOD型樫度とし，②製造コスト，

建造雨間は在来機閣の2倍程慶以下，③燃料費は2ミル程慶，④運転操作は

は容易で麟員費，保守修繕費（含童心交換費）や安全性について在来船と

同じようであれば，将来わが国1こ澄いても猿子力踏の実用化は十分はかれ

るとの見通しが得られた。

　4・　日本原子力産業会議としての要望

　今後約1D庭先には原子力噺船が出現するものとしても，舶用炉の開発

には長い期間と巨額の軽費を必肇とするうえ，素絹炉の海外からの虫送導

入は補診機密の関係で困難であるので，海外の現状などにかんがみ，国の

プロジェクトとして既存の政府関係機関を中心に進め，その大憲分の資金

を国が負担すべきであると考えるので，遅くとも昭和45年度以降，原子

力特定総合研究の対象とし，研究開発諸機関の総合的協力体制のもとに効

果的な研究開発を案施す、る必要があると認め，昨年8月日本原子力産業会

議は・政府の要路関係当局に射して、次のような要望を行なった・

ω原子力委員会に原子力船に蘭す否専門部会の設澱

　（2｝　舶用炉開発体制の確立

　㈹　舶用炉研究開発計画の具体化

一58一



ゆ　昭和44年度予算に対する借置4）要講

（5）　その他の問題点の解決『

〈RI・放射線〉

議長　土井正治氏（住友化学工業株式会社会長）

3，アイソトープ・放射線の鉄鋼業への利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　窟士製鉄9株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務取締役　芝崎邦夫氏

　原産に設麗された「アイソトープ・放射線利用に関する鉄鋼業懇談会」

において鉄鍋業界の関係者と審議1検討し取りまとめた報告書にもとづき，

アイソトープ・放射線利用の概況を紹介し，利用上の問題点とその対策と

しての要望を報告したい。

　日本の鉄鋼業は近年著しい発展を遂げ，生童量に慶いては米・ソにつぐ

地位：を占めるに至ったみ技術革新の課題として多くのテーマが考慮されて

いる。また一方では，資本自由化に伴う設備の合理化，晶質歩留の向上，

原価の低減などの技術向上が要望されている。これらを解決する一手段と

してアイソトープ・放射線の利用があり，年々増加の傾向にあるが，まだ

利用分野が数多く存在すると考えられる。

　鉄鋼業に慶けるアイソトープ・放射線の利用は，業種別では化学工業に

ついで二番目にあり比較的よく利用されているが，欧米諸国にくらべると

質・：量ともいまだしの感がある。

　鉄鋼製造に澄けるアイソトープ・放射線の利用は，大別し』て掛アイソト

ープを装備した放射線応用計瀦器利用，（2｝生産工程解析澄よび研究に澄け

るトレーサーとしての利用，（3｝非破壌検査に蔚け’るラジオグラフィ∫の利用

に分かれる。
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　鉄鋼業に澄ける放射線機器は10数種，550台が誰置利用されている。

これを年慶甥にみると年々利用台数が増加して矯るが，最近3年間の伸び

は特にめざましい。水分計，厚さ計，レ’ベル計が全台数の8e％を占める。

中性子水分計は高炉用塊コークス語よび焼結混合原料の水分連続義定に66

台がオソ・ラインで設置されている。中性子水分計の利用は灘定時間論よ

び要員の削減，連続自動測定を可能とし，高炉於よび焼結作業自動化の一

助となっている。放射線厚さ計の利用は鋼板の厚さを測る（ウに，従来のフ

ライング・マイクロメーターが板の端しか測定できない欠点を容易に解決

するところとなり，現在84台昏乱ざれてい．る。圧延設備へのAGC

（Automatic　Gauge　Contro1）の導入などによって放射線厚さ計の必要

性が高まり，今後ますます設置台数が増加すると期待される。γ線レベル

計の：利用も論著である。レベル警報装置として，焼結訟よび貯鉱槽全部に

レベル計を設置した工場，溶鋼炉のレベル制御用にr線レベル計を設麗し

た製鉄所などがある。一方，親しい放射線機器として作業安全爾に重点を

癒いたインター償ッ．ク装量，論よび警報装置が17台利用されている。ま

た中性子による放射化分析が鋼中醜素分析計として5台設琶されている。

　次にトレーサー利用について述べると，鉄鋼業では高温．の溶融状態にあ

る品物を扱っ．ているため，従来の手法では解明できなかった問題がアイソ

トープ利用により解・決されるようになり各種の工程解析に有効に幅出され

ている。鉄鋼業に駆けるトレーサー利用はその利用分．野が数多く存在し・

利用効果も著しいと考えられるにもかかわらず，現状ではトレ’「サ㍗利用

を実施している会社は少なく，しかも限られた工場に於いてのみ使用され

ている点を反省する、必要がある。

　ラジオグラフィ利用は銑鋼一貫作業を行なっている製鉄所に澄いては，

ほとんど必要としないため全般的にはわずかであり，一部の鉄鋼関連郵贔

の製造工場で利用している程慶である。・、

　海外に澄けるアイソトープ利用開発の特徴は，原子力の利用が国家的に

強力に促進されているた：め，その・一環．として必然的にアイソトープの利用

も盛んになるところにある。
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　アイソトープ’放射線利用上の閂題点ζ、その、対策．．

　ほ｝　法律関係について：関連法規の一本化，許可鴫請・届出業務の簡素

化・迅速化，実状に則した放射線取扱主任者制度，規制数量の緩和などの

改善が望まれる。

　（2）　装備機器訟よびアイソトープの性能，価格等について：機器利用上

の問題点として価絡が比較的高いこと，．構造的に・弱いことなど疹揖摘され

これらの改善がメーカーに要望される・．また標蜘ヒ合物の注文生産体制・の

確立を図る必要がある。

　｛3）　技術開発：アイソトープ・放射綜利用を促進するためには，測定器

の改善・応用機器の開発・短寿命アイソトープの利用など幾つか（ρ問題が

ある。これらを総合的に解決するに・は共同研究の組織が必要であり鉄鋼協

会，原産：，学振などに研究会を設｛章して利用従進を図る必要ノがある。．、

　叫　未利綿企業のかかえる序題点：未利矯企業がかなりあるが，機器導

入による長短の比較が困難であること・放射線利用に対する認識不足など

が原因していると考えられる。そこでこ．れら：未利屠企業に対する啓蒙活動，

技徳響得や研修の機会の増大が大切であり法手続．の簡素化、とあいまつ・て必

要である。

　（5）技術者慶よび一般に対する教育啓蒙：義務教育の段階から教育課程

1こ系統的に組み入れ，国民にアイソトニプ．放射線に対す馬正しい認識を

蕃えることが必要である。またアイソトープ研修所，放医研などの受入れ

体制を拡充して藤里老の養成を図るべきである。

　以上の問題点診・よび対策から，懇談会としては珠の事項．をそれぞれの当

事者．に要望したい。．

、｛1）海外に於ける利用案態調査，｛2｝諸法規の簡素化，（3｝技徳者舞よび一般

に対する啓蒙普及一4げイソトブ澄よび国幣幾器の開発促鵜（5）アイソ

トープ’放射線利用の技術開発
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4，アイソトープ・放射線の土木・建設業への利用の

　　現状と問題点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設省建築研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2薪究部長　　藤井正一氏

　原産に設置された「ブイソトープ・放射線利用に関する土木・建設業懇

談会」でとりまとめた成果を’報告する。

　土木・建設業に対するアイソトープ・放射線の利用として，実際どんな

使われ方をしているかをより正確に把握するために関連企業，研究機関を

対象に，なぜ使うか，使って何のメリットがあったかなどについてのアン

ケート調査を実施した。土木・建設業に蘭連のあるアイソトープ・放射線

利用は広範驕にわたるので調査の対象を（1験査利用，｛2｝施工管理への利用，

（3）調査のための利思，に区切った。この中には：工場での部品検査のための

利回や機械類は含んぞいない。調査とりまとめにあたっては，密封線源の

利用とトレ’一サー利用の二つに大刷，前者はさらに水分計，密度計などの

放射線機器とラジオグラフィーに区分して整理し，環伏分析，四二点抽出

による対策，要望事項の検討を行なった：。

　t　線源利用

　　a）放射線機艦：土木・建設業界で使われている放射線計器は中性子

氷分計，ガンマ線密暖計，含淀率計のろ種類である。これら計器のわが国

に細ける全下肥台数のうち，土木・鐸設業に占める台数，割合は申性子水

分計25台（42％），ガンマ線密慶計19台（25％），含泥率計5台

（59％）である。これらがどういう閉的に使用されるかについての結果

では，土木管理への利用の多いのが目立ち，施工管埋への利思も少しある。

アンケートによれは中性子水分計，ガ．ンマ線密麗計を使ってめ検査，管理，

調査は非常に有効な方法であることには異論がない。にもかかわらず使わ

れない理由は何かと考えると，（！）施工業者はアイソトープ・放射線を利用

する方法を知っているが面倒くさ’がって採用しない（工事発注者から使用

の指定がないので必要を感じない），②計器が野外用にできていないので
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獲れやすい，（3腋題に際しては怯規土ρ許可を卑らねばならず煩わしら3

の5点があげられる。機器利用の普及を図る一つの方法は施工業者に対し

てではなく，工事発注者に対して仕様書の施工検査基準に機器の使爾を義

務づけるようPRすることである。

　　b）ラジオグラフィー：土木・建設業界では頻繁に「・ラジオグラフィー

を行なう機会があるわけではないので妻必要の都慶，専門の業者iこ委託し

て，得られた試験結果を検討しているがこの・方法は良策と考えられる。

　2．　トレーサー利用

　トレーサ｝利用としては表流水，地下水，上下水道，衛生設備などの調

査のための多数の利用例が報告されている。しかしながら・，・土木・建設業

者によるものは皆無であり，てれらはすべて宮公庁による’．ものである。業

者でもできることならやりた：いが，非密封のアイソ・トープを使うとなると

付近の住民に対する考慮が必要となることとか，テクニック，．入の闘題が

あって実施しにくいのが実状である。　　　　　　　　　　　『　　．’

　以上の現状にもとづき，アイソトープ・放射線の利用普及を．はかるだめ

の対策涛よび要望として，次の点を指摘する。

　．1・｝「PRは重要だが施工業者に対してではなく，工事発注者に対しての

P』Rに・ついて考え藏す必要があること。一般住民へのPRをさらに推し進

めy野外荊踊をより容易にするよう努める必要があること。

　2）前述の如く，仕様書に放射緯機器の使用を澄り込むようにするため・

の前提として，・測定方法の規格化（」王S化）が望まれる。

　5）測定器の改良が望まれ，特に現場用の頑丈な測定器の製作を機器メ

ーカーに要望する。

　4）アイソトープ・放射線を使いやすいも．のにするた・め，原産，放同協

などで法規の改正に本腰で取組んでほしい。

　5）業界がアイソトープ・放射線利用に闘してコンサルタント的な役割

を果す受入れ機関を必要とする「ので，アイソトープ・センタ』の確立，も

しくは原研アイソトープ事業部の拡充が望まれる。

　6）基盤をひろげる意味で，若年屠の技術者養成が望ましい：。
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5．アイソトープ・放射線機器工業の現状

　　　・㌧　　　　　・．・　・1　　　　　　　　』日本原子力研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’理事　山崎文男氏

　原画では「アイ、ソトーブ・放射線機・器工業懇談会」『．とい’うメーカー・サ

イドの会合を設け，アイソトープ．・放射線機器工業が当面する経済的・技

術的間魎点を摘・出し，利縮促進のための：方策を検討してきたので，その結

．果を報告する。懇談会は計測部会と線源部会にわかれて作業を進．めた。

　計測部会では計測器をω検出器部分，（2）放射線分析用機器，｛3）核医学

（も・しぐは放射練医学1）機器，（4｝放射線モニター（サーベイ・メーターう，

｛5）放射線工業用計器，（6｝放射線測定用器具・補助材’料，に分けて検討した。

汐54年ジ透、リオ・キュリーが放射性物質を発見して以来1，米国を中心に

放射線に関する研究が嚥んになった。わが国では，戦後，昭和25年にア

イソトープの利用が：再閥された。もともと測定技術と放射線機器は表裏一

体の関係にあるが，当時2進法・だけだった計数管もその後肇6進法，52

進法のものが試作され，放射線勅用技術の進歩に貢献した。その頃，すで

に馳米国では放射線機器の進歩が著しかった。B本でも貧弱な』がら智者が努

力し戦後の立診れ回復に全刀を傾けた。昭和52、年頃から噛，わが圏の原子

力研究体制が確立・すると畏闘企業では試作から企漿化への段階に移った。

放射線機器の年度別の売上額の推移は年々上昇している．。

　面谷部会は鋼擬態を分けて，放射線化学解線源，食品照射用線源，医療

用具滅菌線上，放射線治療・用線源，ラジ．オグラフイ測線源，放射化分析線

審について検討した。大容量線源としては，高崎研の放射線化’学用の50

万Ci線源，加速器がよ．．く知ちれているdまた食品照射用の線源も，中央

に集っての共同利用の構懲などが考え、られ’ている。わが国では昭和27年

頃か・ちマルチキ、ユリー線源が普及．しは1踏め，全国的にゆきわたった。アイ

ソトープの入季は核種，化学形，比放射能などの三三で決められるが｝ア

イソトープの総量が回しい利用を開拓し，それと絹紬に計測器が進歩する

という関係にある。車の両輪と同じことで，Co－60の大量の需要が比放射
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能を高める結集ともなり，この意味ではCo－60の量が質を変えたともいえ

る。ラジオグラフィ用線源としてのlr－192の最近の伸長は著しいが，こ

れは10Ci以内の線源どして法的に第二種の放射線取扱資格者による使用

が認められているところがら，需：要が多いと考えられる。燃料の再処埋か

ら得られるFission　Productsのアイソトープ二千SrLgo，　Cs』15プ，

Kr－85などは，将来大量の利用が考えられる。放射線機器による経済効果

についてはジ1964年にIAEA　が行なった調査では・ソ運で1億8，000万

ドルジアメ‘ 潟Kでら600万～可億ドルの節約が報管されて語り，アイソト

ープ1のもつポテソシ㍗ノレはかなり大きいといえる。

　特殊なものを除き，大体‘めものは国産できるのが，わが国の放射線機器

主業の． ｻ状だが，全体之需要がそれほど多くなく，厚さ計の如くユーザー

の注文に応じゼ作る場合には経費がかさみ，町営的にも苦しい。放射線機

器の研究開発がこうした点で幽害されているとも考えられるので国家の援

助が望まれる。

　当懇談会がまとめた要望事項は・次の』とおりで1ある。

　｛1）　アイソトープ・放射謙利癩を具体的に討議丁するため原子・力委員会1に

　　下部組織を設けるどともに，関係各省聞の連絡をとり体制強化を図っ

　・てほしい』

’②　アイソトープ・放射線機器の技術開発，利用促進，企業化に十分な

　　国・家能筆助政策を打出し，国産機器を進展させるため国家的優遇物置

　　を』はかってほしい。

　（3）　放射線障害防1止法を全澗的に再検討しジアイソトープ・放射線利用

　　促進に寄現するよう配慮してほしい。

　謝　取扱三寸者の養成訓練を一層充実させてほしい。

　（5）　機器メーカ’一は機器の標準化，規絡化を推進して価格の低減をはか

　　るととも1こ利用．施設の設備基準の確立をはゑつて砥しい。
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〈原子炉多目的利用〉

議長　湯川正夫氏（八三製鉄株式会社謝社長）

6．原子炉の鉄鋼業への利凧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京大学工学部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教擾松下幸雄氏

　わが国は，量，質に澄いて撒罫屈指の鉄鋼生産国であるが，鉄鉱石細よ

び固い鋼鉄を作るための製鉄用強粘結炭の海外依存度がきわめて高く，経

済的1こも技衛的にも楽観できない問題点が指摘されている。このr原子炉

の鉄鋼業への利用」では，エネルギー経済の酒から製鉄用エネルギーとし

ての漂子力の位置づけを技衛的に述べたものである6

　現行の製鉄法は高炉を中心として体系づけられている。この高炉の生産

性は，炉内容積に比例するが，エネルギーに関連する重要な函子として

「燃料としてのコークス十重油の燃焼能力」（K多～／day／短3）÷「燃料比」

（陶／tQn銑鉄）を考えなければならない。このうち燃料の燃焼能ヵの増

加は，高温衝風の酸素窟化や送風鷹の上昇によって得られる。燃料比の低

滅はコークスの重油による一部遣換，送風混慶の上昇，焼結鉱澄1よびペレ

ット配合率の増加，灰分の低いコークスの利帰によって可能である』。

　鋼τもを生産するのに5，0GO万KCa1（一次エネルギー換算でコーークス

60％，重独20％，電力20蜷）のエネルギーが必要である．といわれて

お・り，将来の大規槙一貫製鉄所において，エネルギーノくうンスの見通しは

きわめて重要なことである。高炉について能率向上の限界を克服するには

鉄錦石（焼結鉱於よびペレットを含賢）の予備還元，石炭をかんりゅうす

るためのコークスの製造訟よび熱風操、業などに従来の一次エネルギーまた

は副生エネルギーにかわる漂子力エネルギーの利胴が検討されるべきであ

る。

　また，溶先の酸化脱炭を主蟹的とする工程では鋼種に応じて純酸素上吹
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転炉（燃料は使わない）またアーク炉（電力）が主体である。これら・は原

理的に根本的な差があるので、将来のエネルギー対策からみて基本的に見

直しが必要であろう。　「　『　．畠　　ご一

　高炉によちない製鉄法の場合，高炉法と本質的に異なる点は，原則とし

て還元剤（強粘結炭は使用しないのが建前である・）と’熱源が分離されてい

ることである。還元剤としては一般炭のほか，各種混合比のH2十COなど

が使用され．，熱源・としては，天然ガス，重柚於よび電気エネルギーが主体

である。

　論般的にいってこの製鉄体系は原理に鉛いて近代製鉄体系に先行したも

のであるが，高炉技術の進歩1こよって，きわめて特殊な例を除いて．は現行

法と竸合できないのが現状である。しかし，安価な電気エネルギー源の供

給または還元剤の加熱のための核熱エネルギーの直接利用・という点で，原

子力エネルギーの有効利用が総合的な視野から検討されることによって，

将来の鉄鋼製造法に変革をせまる事態も予想される。原子刀と結合した：製

鉄をプロ宅スとして完成するのはそれほど容易ではないが，今後の研究課

懸となろう。

　わが国では，すでに日本鉄鋼協会共同研究会原子力部会に澄いて，学徳

的な共同研究が開始されて鉛り，わが国が鉄鋼塵労に燈いて国譲號争刀を

強化ぜねばならぬ実情からいって，広義の製鉄技術の開発に努めねばなら

ない。

7．原子炉の海水脱塩ならびに化学工業への利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拠騒イヒ成二王二業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務叡締役　角田吉雄氏

　原子炉の第可圏割はいうまでもなく安い電労を得ることにあるが，遮時

その経済性，安全性が向上されるにしたがって，療華炉で発生する熟を，

電力以外にも利用して総合的な効果をはかる多昌的原子炉の開発が計画さ
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れてきた。

　海水脱塩は，二重目的原子炉の代表例として早くから検討されてきた。

とくに1964年4月，米国MWDが中心になって計画されたボルサ島（入

穿脇）の海水脱職二重目的原子炉計画はレ軽水型原子炉で，180：万KWの

発電と日産57万トンの淡水を海水から製造する規模で検討され，、1968

年秋に建設着：工の予定であったが，諸種の理由で未だ薫手されていない。

初期の計画では総建設費4億4，000万ドルで，電力コス「ト5mi11／Xwh，

造水コスト22β／｛，Googolと試算されていたが，労賃や材料費の高騰に

より総建設費7億6，00G・万ドルに上昇したため，規模を縮小して実施する

よう再検討中である。

　ソ連においては，カスピ海沿岸のシェプチェンコに澄いて，海水脱塩と

高速炉による発電と組み合せた二重自的炉が建設中で，完成間近であると

いわれている。この計画は電気出力丁5万～25万KWで，淡水は日産最

大奮2万～25万トソの規模である。このほかイスラエル，インド，メキ

シコ（200万KW，でD億ガロン／日）レシンガポールなどの諸国に澄い

ても計画はあるが，いまだ具体化されたものはない。

　海水淡水化以外の化学工業への原子炉の利用は，熟源としての応用がか

なり早い時期に実現する傾向にある。これまでにもノ『ルウェ」のパルプ工

場への供給や，．スウェーデンの地域暖房への利用など1～2の例はあるが，

とくに米国ミシガン州ミッドランドの計画が注目される。この計画は総経

費2億40eo万ドルで，コソシューマーズ電力会社がダウ・ケミカル社と

タイアップして159万KW（原子炉2基，1974年，　T975年完成）を発

電し，この地域の一般的な電力需要之ダウ・ケミカル社「が使用する約2，000

トン／時の蒸気を供給するという電力と蒸気の二重目的原子炉を藩駁した。

ここに注目すべきこ；とは，ダウとコンシューマーズとの間の契約は，もは

や開発段階ではなぐで純然たる商業ベースで行なわれていることである。

このほかヨーロッパ．では，ドイヅのバーディシェ・アニリン・ソーダ（B

ASF）が，84万KWの電力と2，000トン／時の蒸気の併産計画を検討

している。このBASF社の焼焦ルギー部長ウイルク氏の講演によるど，、
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電力コストを2円／kwhと押えた場合，重漣火力では蒸気コストはア00円

／トン通情になるといわれるが，原子力では蒸気コストは2．50円／トン程

慶になっている。

　原子炉の化学エ業への利用の間題点としては，建設に澄いで原子炉は6

～7年，化学工場は2～5年，オーバーホーノレにお・いて原子炉は5～4週

問，化学エ場は2～5週闘かかるとみられ，時間的な調整の面で検討しな

ければならない。

　熱源として利用する二重目的原子炉に高温ガス炉がある。この炉はわが

国では過去に早いて開発研究の対象に齢かれたが，英，独，米などに驚け

る発展によって再び注目されるようになってきた。すなわち，米国に澄け

る高温ガス炉の閥発の成功は，この炉による安い電力が期待されるのみな

らず，高層ガスの利用，すなわち，MHD発電，製鉄，化学工業における

諸種の応用，なかんづく，高温ガス化学反応への応用などが可能になるの

で，非常に将来性のある炉ではないかと思われる。

　多重目的原子炉を対象とする工業形態を考えてみると，原子炉に期待さ

れる安いエネルギー・コストにより，二重屡的原子炉の形態とは異なった

新しい産叢コンビナートの成立を可能ならしめた。たとえば米国では，原

子炉から得られる安い電力で，肥料，化学薬品，農薬などを生産し，同時

に得られる脱塩水で，不毛の砂漠をかんがいして陣場とするような農工複

合体の概念設計が行なわれている。

　わが国に診いては，多重目的原子炉に関する計画はまだないようである。

しかし，従来東工試で提案されている海水脱塩と海水中に含まれている塩

類の獲得などを結合した海水総合利用は，製品需要と，電力の需要が適当

にバランスするならば，当然多自的原子炉の対象となるものである。ここ

ではわが国が工業塩を金部輸入している状況にかんがみ，海水総合利用案

より技術的に前進した案を考えてみたい。すなわち，蒸発脱塩法にイオン

交換または電気透析装置を付加することにより，かん水をリサイクルさせ，

塩の濃度を順次上げていく：方法である。この方法では，蒸発法で一番闘題

となるスケールの防止にも役立つわけである。経済牲の点でも，試算によ
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れは総建設費1eD億円程慶で，電力コ界：、ト・乳円．50銭／kwh，蒸・気コヌト

450円／トン，水55円／トンの場合，工業塩5，000円／トン。電力コス

ト2円／kwh，蒸気コスト250円／トンと仮定すれば，　zk　20円／トン，

工業塩2，5000円／トン，工業塩を5的。円／トンに周定すれば水はただに

なる6
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げ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

二三召三二」，

〈ガス冷却炉〉

イントロダクション

　　　　　　　　　　　　　松根宗・一筆　　（目配原子力産業会議副会長）

　これから．ガス冷却炉の最近の開発状況を中心に、イギリス，ドイツ，

アメリカ5力国の権威老の方々から、慶話を聞くわけであるが1その前に，

イントロダクションとして，私が日頃感じている「ガス冷却：方式の炉」に

ついての所見の一冊子申上げてみたいと思う。

　“水”というものが，熱伝達体としてすぐれた物質で南ることは，全く

疑問の余地がないところである。このことは，近年のソく力関係の機械の歴

史をみても明らかである。

　もっと端的に，軽水型原子炉の極ぐ短い発展の歴史をみても，このこと

が言えるのである。アメリカ政府の注ぎ込んだ多額の資金，：それに強力な

民間産業の硫究開発意欲があったからであるが，軽水炉の技術的発展は非常

に大きなものである。これは水というものが，原子炉の冷却材として，非

常にすぐれているからであるとい，えよう。

　軽水炉の改良の跡を眺めると，r炉心の核的な，或いは熱的な性能の面

は，もう限度に近づいている。最適設計（オプチマイゼーシヨン）の上限

ではないか」と評する専門家も，一部にはいるようである◎ともかく，こ

の型式の炉の性能向上のカーブは，いっかは飽和点に達するだろうという

こと一一これは，確かだろうと思う。

　ガス，すなわち“気体”もまた，熱媒体として，極めて優れた性質を持

っている。気体からは，非常に高い温度を得ることができるeこの高温に

到達できるという，特徴は簗各種の工業的．な利用面ですこぶる魅力的なこ

とである。例えば，機械エネルギーに転換する際，その効率が高く司ると

か∵凌た，電力の生産以外の分野に驚途が得られること友どである◎

　このようなことから，今團イギリス，西ドイツ，アメリカの5力国のガ

ス冷却炉関係の権威者から，それぞれの話を承るわけである。1海外では，

最近ガス冷却炉に対する闘心は高まって於り，すぐれた冷却材であるガス

について，常に関心を持ち続けることがわれわれとしても大鰯と思う。
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議長　一本松上磯氏（臼本原子力発電株式会社社長）

1．イギリスにおける高温ガス冷却炉の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　イギリス原子力公社

　　じ，．』　　　　「「1・源矛僻晦．・R雰v誇一アー氏

　1・　はじめに　　　　　　　　　　．　・　同

　ガス冷却炉は過去20年間，イギリスに無げる原子力発電開発の主流を

なしてきた。それらはGCR一一マーク1（マグネシュウ’ム合金被覆∴天然

ウラシ金蔓燃料使粛，’マグノックス型），GCR誌マーク錘（ステンレス

被呼灘ウラ畷働燃徽用・AGR）・GC斯・「ク服（・一バ
イド被覆，，ウラン駿化物燃料使用，高温炉）の三つに牙留ることができる。

　3ピ町長冷却炉の運転経験

　最初のGCRはコールダーホールで四56年10月運転を開始した。現

在世界中で，5G基以上の商業用GCRが側転して判り，設備容量の合計

は600万K：Wに達している。イギリスでは25基∴45b万KWが運転中で，

この内大部分は80％以上の高い累積負荷率を示し℃いる1イギヴスぶ建

護喚例アの・チ醗騨も朗留手・紅恥辱負解きr
耀魔・糊してい・r、GCR一マーク1での噸糊！・・i嘩・年町6・

万本に達しているが，破損燃料はわずか7コ本であった。イギリスではA

G・Rも含めさらに8基が建設中で2基が建設予定である。

　初期には黒鉛の設計の間魑，』燃科取替三三の改良，ガス循環機器の振動

等の闘題はあったが，設計改良によらて論決した。　・

　5　GCR一マーク1ぐ東海発電所』）－　　　　　　・

肺原子腕電㈱鱒醗騨偉気勘1師KW源子’炉曝漁
ヲ「ル．殉ホ『敏良型で・GCR㎜マーク1に属する・・原テ炉鰍計嫡

この時代に作られた他のGCR（バークレー・ブラッドウェルなξ・）之木

体：同じであるが，黒鉛減速材の耐震設計，燃科の設計（holb冤．，ro、ds・）
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に特微がある。東海発電所の運転経験は，最近になるまで好ましい状況で

はなかったが，、これはGC．R罪体の問題ではなく，東海発電所特有の問題

である。

　4．　PSコンクリ「ト・圧力容器の設計

　GCR一マーク1の実質的な改良は，オールドペリー発電駈（．60万輩

W，原子炉2基）でなされた。すなわちPSコンクリート座力容器の使用

によりコンパクト化，高いガス圧での運転を可能ならしめ，安全性，経済

性の颪で著しい向土があ、つた。．PSコンクリートは，耐震性にもすぐナれ、て

おり，照本でも特別の興味が持．たれている。

　5　GCR一マーク到（ハンターストンB発電所）

　現在建設中のハンターストン・3発電蕨（125万KW・．猿子炉2基）は・G・

CHr掌やr．．ク狙（AGR）の典型である。PSコ）イクリ讐ト圧力容器を使

用し，経済性も著しく向上している。すなわち，ステンレス被覆・微濃縮

ウラン竣化物燃料により，平均熱放繊率（i2MW／孚eU），蒸気温慶（65

℃）・・熱効率（4・2％）など著しい進歩があっ，た。GCR一マークll・は石

倉誇よび重抽火力より弓0％安く発電することが期待される。

　5　東海とハンターストンBの比較

　GCR一マーク蟄は，1にくらべ町角・型化されたにもかかわらず軸出力

運転が可能であ．るd蒸気温慶，圧力・の増加により入玉鋭タービン発電機が

利用でき，PSコンクリートの使用により安全に対する高い信頼性の結果，

敷地選定も容易であ弼・、このため・新・レく輩工趨れるヘイ／・ム発電酬ま

入口中心近くに建設される。

東海とハンタースト「 ¥Bとのパラメーターの比較

＼＼

東　　海
　ハンタース・
　トンB

出癖㌍Neも／炉　　　　％熱効率｝　　　　　　　　　　　｝L　　　　　　平均比出力

@　　　　　MWE／Te　U
℃

潔制臨力・

　窪59　’

E　㍉625

27

S1．7

0．85

T09

T86・

U54

15．4

S5．2

く敷地面積は大体同じであるのに対し出力は8倍である）
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　Z　GCR一マーク麺の技徳的開発

　ダンジ1ネスB，　ヒシク・レー　・ポイン・トB，　ハンタース　トソB，　ハートノレ

プールへと相当の設計の進歩があった。工場内で組立容易なポッド・ボイ

ラーの開発により，故障修理のための取りはずしを審易にしたことや，ガ

ス’Eサーキュレーターの内蔵などがあげられる。これらはハートルプ漏ル

で使用される。

　8．　GCR一マーク霞（HTR）

　GCR一マーク璽は高温炉または高温ガス炉と呼ばれ，④冷却材を従来

のCO2からHeに変えたこと②燃料の改良により，燃料表面温慶を高くす

ることがで崇たこと③高い冷却材圧力が轡られること④燃料がゴンパクト

である⑤照射時閥が長いことの特敵を持っている。GCH一マーク匿は低

濃縮醜化ウラソーPUサイクルを使用するが，好ましければU－Thサイク

ルもとり得る。

　9　長期開発

　長期的な開発の見通しどしては，ヘリウムがスタービソの利用を棚：究中

である。これほ資本費の低減に役立つであろう。GCR一マーク班はガス

冷却高速炉への可能性も秘めている。

　　　　　　　　　　　　　　　囎

　　　　　議長　　前田・七之進氏　　（憲士電機製造株式会社社長）

2．’．西ドイソにおける高温ガス冷却炉の開発

　　　　　　　　　　　　　　　ブラウン・ボベリー／クルップ漂子力会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務取締役　　H．W　ミューラー氏

　1．’高温ガス炉のポデソシャル

　西ドイツの当面の電力需要の大半は，軽水炉によってまかなわれていく

であろう。しかし・軽水炉は燃料サイクルコストの低減とプラント熱効率．

の魁に澱があり・各工業国は将来，軽水炉にと・てかわる・ある嚇㌧

それを補足する孜良型炉の設計を行なってきた。初期に澄いては高温ガス炉
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炉（HTGR）は軽水炉と高速炉の中闘の徴代の炉として重要視されたが，

いまや軽水炉のみならず高速炉とも十分競争できる可能性がでてきた。

　その主な理由は①燃料の燃焼度が高いこと②熱効率が42鮎以上である

こと③比娼力が高いことによっている。他のガス炉との比較は次の通りで

ある。

n＼
［＼・

　　　　　　　　r
　平均燃焼度　　　1　出力　密慶

MWDもh／も　fuel　　MWth／顔3core

　マグノックス
｝。GR

lH…1
　　　　　　　　■

　4，000

20，000

照。

「蕊牙「
い卿・／もf・・1

0．8

5

8

｛ 　1

　5

70

　すなわち，高い愚力密度の結果，資本費が節約でき，高い比嵩力の結果

初装荷燃料費が節減でき，1高い燃焼度のため，燃料サイクル・コストが安

く，ウラン鉱石価格に敏感でない。

　2。　HTGRの主な設計め特歓

　①セラミック燃料と黒鉛構造材を使用②冷却材としてヘリウム・ガスを

使用③冷却材温慶ば86Gむ以上で熱効率42％以上である④燃料としては

ウラン，トリウム，プルトニウムの炭化物あるいは酸化物を使用⑤安全性

の衝ではセラミック燃料使用のため，溶融は起り得ないし，反応慶llこ対し

て負の温慶系数をもつ。これは他の炉にはみられない特徴であるため，燃

料が織着したりつまったりすることがない⑦連続的な燃料あ取り替えと循’

還が可能⑧燃料と減速材が均質的に配合されているため，潟慶勾配も，熱

応力も小さく，したがって，燃料の温慶1こよるひずみが少ない⑨燃料の取

り扱いが容易⑩小さら燃料要素が多く集まって一つのユニットを糞成して

いるので，冷却材中へ大量のF・Pが漏れることはありえない。

　5　西ドイツのHTdR技術の現状

　1956年以来ブラウン・ボペリー／クルップ原子力会社（BBK）は，ユ＿
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リッヒ原子力研究センターの協力を碍てHTGRり瀾発に努めでいる。内

　｛1｝　AVR

　lg6て年BBKほペブル・ベッド燃料のHτGRの可能性と安全性を実

証し，建殺・運輯の経験を得るた・め，電気轡力1万5000KWの実験ブラ「

ントの建設を開始した。1966年8月初期結界に達し，て967年9月発電

を開始した。T968年2凡て5穿て万5，000　KWの全出力，最高冷却材温

度870℃を記録した。望968年10月から四69年2月までのプラント利

．用率は，，go％以上ですでに・40，000瓢WD／T　（設計量の約％）の燃焼慶

に達している。

　（2）　THTR

　AVRの経験をもとに第2段階の閣登がユーラトム，ユーリッヒ研究セ

ンター，、BBKによって進められた。その基本的な目的は60万～丁20万

KWに外挿が容易に可能な電気出力5ザ万K：Wのプラントを設計すること

で声っ．た。これをもとに電気出力50万スoooKWのTHTR，（トリウム

高温ガス冷都炉）の建設を汐68年末に開始する予定である．。設計の基本

はAVHの概念が採用されているが，次の点が異なっている。①PSコン

クリート圧力容器を使用②六つの蒸気発生器があり取りはずし可能の設計

がなさ．れて彫る③．ペブル．・．ベッ．ド．炉心への停止棒の直接挿入

　4・　燃料サイクル

　HT　G．Rで、は．Pu－239，　PUr2鋼のほかにu－25δ，．．u－235が分裂物質

として使用可能である。増殖材料としての親物質はTh－252，　U－258のど

ちらかである。原理的には輸のおの分裂物質とそれぞれの親物質を結合さ

せることが可能である。しかし．近い将来プルトニウム極格が高濃縮ウラン

輝格より高くなる可能性があり．・THTRにブルトニウ．ムを使用すること

は有利でない。レたがってThサイクルと低濃縮ウランサイクルが注目さ．

れる焦これには①再処理をしない場合と②再処理をする場合の二つが考え

られる。　　　．　　　　　　　　　　　　　　罐

　5　経済性

　HTGRは地出力・が高いため・6、o万～得。万KWの発電所で初装荷燃
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料インベントリ畷は博ドル／KWe＝ �xであ観転麟1縮いため，

燃料餌クノヒ●コ，ス・トに対する9ラソ価格の．騨が肇本炉よ・りも低い・身

ラン価格が2倍になったと仮定しても，燃料サイクルコストは5％増加す

るだけである。資本費．は60万・KWで於よそ150ドル／KWe，　衝0万K：

Wで1旬ドル／KWe　ぐらいである。

　総発電コストは条件によって異な：るが，西ドイツの電力会社の経理勘定

方式で計算すると，大型のTHTRで高い稼動率が維持される場合1．噛6～

歪．8Dpf／KWhのオーダーである。　　：．　1・　ご．

　己　将来開発の見通し

　高いガス温漫の現実化によってクローズド・サイクル・ガスタービンの

使用が可能となる。HeガスターゼンをHTGRに結合する考えは以繭か

らあったが，蒸気タービンの使用に比べて①循還機，一次蒸気発生器，復

水器等が不用となる②熱効率が良．いこと③ガスタービンの方が資本彊が旬

～τ5・％位安くなる可能性等の利点がある。

　現在ではエネルギー生産の齢よそ70％が熱に利用され，残りが発電に

利1用されている。　2，000年までにはこの割合は1；お’よそ50％：50％にな

ろ．う。したがって原子力を発電以外に，直接熱利用として応用できるかど

うかの問題がある。このためには高い冷却材ガス潟度を有するHTGRは

有利であり，現在の燃料技術の進歩からすると，1975年までに1，200℃

のHeガス温度が期待できる。　この応用として麺ドイツでは綾鉄へ．の利用

澄よぴ．石炭のガス化の研究が進められている。

聴
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　　　　議長　　築地一雄i氏　　く中国電力株式会社副社授）

3。アメリカにおける高温ガス冷却原子力発電の最近の進歩

　　　　　　　　　　　　　　　ガルフ・ゼネラル・アトミヅク社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長　フレデリック・ド・ホフマン氏

　1．　イントロダクション「

　GGA社がHTGRの開発に着手したのは，そのもつ①効率的な過熱澄

よび再熱蒸気サイクルの要求を満すため高温高圧蒸気を発生させる②高い

中性子経済，高い転換率，高い燃焼度による分裂性核燃料の最大限の利用

③運転上の高い信頼度と安全性の三つの特徴が安価な発電を達成せしめる

に違いないと判断したからである。これまでの開発の結果，今や，HTGR

は実周士爵に達している。

　HTGR　は，すでに運転に入っているピーチ・ボトム原子力発電1所（電

気出力4万KW）澄よび建設中の．フォート・セイント・ブレイン原子刀発

電所（電気出力55万KW）があるほか，ビ門チ・ボトムでの経験をもと

に60～得0万KW級の鯛発も進められている。さらに冷却材としてのヘ

リウム，HTGRのコンポーネント類を高速増殖炉に利用するための研究

開発が積極的に行なわれている。

　2．　脱漏ノミック・ガイドライン

　原子力で安極な発電を行なうためには，資本壁および燃料費が安登であ

る必要がある。なかでも資本費の発電コストへの影響は大きい。したがっ

てK：We躍りの資本費を下げるためには，水よりも高温，高圧の達成が可

能で熱伝達の良いヘリウム・ガスを冷却材として使用することにより，熱

効率を上げること，蒸気発盤器を小型化すること，澄よび，プラント全体

をコンパクト化する必要がある。

　5　HτGRの燃料サイクル・コストの因子

　燃料サイクル・コスト引き下げの方法はいくつかあるが，最も重要な因

子は中性子経済と熱効率である。HTGRでは燃料サイクル・コスト引下

げの因子となる次のことがらが達成可能である。

　　　　　　　　　　　　　　　嶋78一



　a）熱効率（約4σ』％）

　b）転換率（軽水炉’の．a6に対しズα8～ag）r

　c）燃焼匿（軽水炉の50，00GMW　D／T　に対し6万～10【万MWD／T）

　d）分裂物質のイン：ベントリー（100万KWのHTGRの場合U－－2δ5

　　約3tを必要どするが，最薪鋭PWRに輸いてもこれと同程度である。

　　しかも軽水炉が限界にきているのに対してHTGKは，将来もっと燃

　　料の中心温慶を高くすることにより，インベントリーを小さくす・るこ

　　とが可能である）

　e）ハンドリング・コスト（H｛£GRは現在でも，熱効率や燃焼慶が高

　　いことにより，軽水炉に比してK：Wh当りのハンドリング・コス‘トは

　　小；さいが，将来は燃料のヴ（・量生産によりさらに小さくなる）

　f）核分裂物質の価値（HTGRはいくつかの組合せの燃料サイクルに

　　よって運転することが可能である。現在ではU－235一τhサイクルに

　　より100万KW級の軽水炉とくらべてa2～a・4ミル／照Vh以上燃料

　　サイクル・コストが安い）

　《・HTG武プラントについて1

　フィラデルフィア電力会社がペンシルバニア州南東部に建設した，ピー

チ・ボトム原子力発電所は肇96ア年6月以来営業運転に入っている’。・これ

まで全出力換算150日運転後，炉内於よび燃科検査，各種試験を’行な：うた

め，2回ほどある期間停止した。蒸気条件（1，000eF，歪，450Psi），熱効

率5Z曙％，蒸気供給系の利用率85％で，1968年守0月までに51万瓢

Whを発電した。燃料はUC－ThC系でパイロカーボン被覆（設計燃焼慶

7恥ooMWD／T）。

　原型炉としてのフォート・セイソト・プレ’イン原子力発電所はパブリッ

ク・サービス電力会社によって建設が順調に進められている。この計画は，

発電実証炉計画の一環をなすもので，A．ECの研究開発の助成を受けてい

る。1968年9月着工以来，工事は急速に進んでいる。PSコンクリート

圧力容器を使用することにより，安全性，経済性の向上をはかったぽか，

蒸気条件の向上により，40％の熱効率をねらっている。燃科はウラン・
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トリウム漉合炭化物をパイロカーボン，シリコンカーバイドで三重被覆，

燃焼度可。万MWD／T。　1972　年運開の予定である。

　4・　ガス怜却高速炉の開発についで’

　ガス冷却高速炉（GCFR）概念に関する蘇究が↑％↑年に開始されて

から，その開発は年々着実に規模』を拡大して行なわれてきている。設計研

究では・GCFRは実用性があり・性能上の利点も拳るとしている。冷却

材にガスを用いることは，単に液体金属冷却材料がもつ工学上詮よび保守

上の諸問題にわずらわされずにすむばかりでなく，優れた増殖性能につな

がる積極的な特徴をもっている。性能向上の要因としては，高増殖：比率，

インベントリー倍増時間の短縮，などがあげられ・る。安全性を増大させる

要因としては，冷部材中に放射能がないこと，正のボイド系数を克服する

措置が必要でないこと，冷却材完全喪失あるいは部分的なボイド発生がな

いことである。保守澄よび信頼慶を向上させる要因には，冷却材技術が開

発されているζと，渉心に水を注入することができること，冷却材の空気

お・よび系統材料との適合性などがあげられる。

　τ968年6月，米国の37の電力会社との間に2力年三の協同計画がス

タートした。この計画の學的は，GCFRの計画を評価し，四70年代半

ばと予想される原型炉の建設・、さらにて、980年代初めの大型商業用GCFR

の建設澄よび運転に資するための概念設計を行なうことである。
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〈重　　水〉

議畏　安西正夫氏（昭和電工株式会社社喪）

4．　フランスにおける重水の生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス原子力庁材料・燃料局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　局長　H．ピアティエ氏

　t　概　　論

　重水炉の利点は燃料サイクルのコストに著しく，フランスでは電気出力

KW当り60ドルの節約となる。だが燃料サイクルのコストを低くするた

めには，少くとも重水価格は窪8ドル／々9b以下にしなければならない。重

水所要総量は三水炉をもつ工業国では年聞三百トソとされている。カナダ

では重水炉の需要1こ対する重水生産総量が年間約1，200　トンであるといわ

れる。藷方，フランス，イギリスジト“イツでは，向う4年閣に設麗される

重水動力炉は原型炉だけなので，重水所要総量は数年間は年平均約500ト

ンを越えないと見込まれる。アンモニア合成に用いる水素から重水を抽出

するのは最も望ましい方法であるが，こうした状況はこの方法にとって魅

刀的である。初期の重水ブラントはこの種のものだったがジ過去18年主

な重水プラントはH20－H2Sプロセスが採用されてきた。ここ数年フラン

スではアンモニアと水素間の同位体交換反応を用いたブラントを鷺罪して

いる。この実験施設は年産25トンという小規模のものだが順調に進展し

ている。

　2．　NH3－H2　プロセス

　NHザH2　同位体交換法による重：水プラントは，フランス北部ヤザソガ

ルペにあ・り，フラン’ス原子力庁のためにソシエテ・ヅミク・デ・シャルポ

ナージュが二つの建設会社の協力を得て建設した。NH：3－H2　プロセスの

利点嫡，アンモニアと水素の同位体交換反応が，重水素分難に対して最大

の分離俸黎をもつ．ところにある。合成ガスの水素と液体アンモニアとの間
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の反応は，溶液中に触媒があるときにのみ生ずるが，ここでは触媒にカリ

ウムアミドを使用している。また非常に性能の良い接触装置が使用されね

ばならない。・

　NH3－H2　交換には2つの：方式がある。

　一つは単一温度方式と呼ばれるもので，一つの塔の中で合成ガスが還流

アンモニアで洗浄され，反旗を促進するものだが，この：方式では交換装置

は比較的小さく，したがってアンモニア・ブラントでは密接して設麗でき

る。

　もう一つは二湿度方式と呼ばれるもので，フローシートはNoria　液が

NH3　中のK：NH2溶．液であること以外は，　H2S門H20プロセ’．スと同じであ

る。交換反応温度は一塔プロセスのときよりやや低くなり，．ために材科に

付随して接触効率，反応率などにやっかいな問題，がでてくる。フランスが

最初の重水プラントに単一温度：方式を選んだ理由はここにある。
　　蜘＿　　　　 ．．辮一悌癖醐麟贈躁C
　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セ

誓ご溢ひ憲二響
　マザ．ソガルベ・プラントでは，初めに合成ガスに含まれる酸素と水が浄

化され，わずかに残っ、た醜化物も，、T4塔で取除かれる。これは合成ガス

（窒素と水素）が惨化物と反応しやすいために，あらかじめ浄化して診く

必要があるための借麗である。交換反応は数百気圧のもとにエジクターを

使って行なわれる。クラッキングは60気圧で行、なわれ，生じたガスを「交

換堪に送りこむ。このガスが濃縮重水素である。また，マザンガルベでは，

肋試みが行なわれている・．すなわち・ゴ≒滋箆熱2ふ蕊岡釣嚥影し

無極離水麺ンモ卑称盤讐撫＿3蕊戴物水素雛期
して重水を得る。マザンガルベでは9998％以上の濃縮度を得ている。
㌔＿　＿＿潤〆…曄　呼 @　　　鞠へ・・＿一・一“　一一一一岬．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’…轡

　4・　パイロット・プラント実験と今後の課題

　低温で．の接触効率と鋲たな触媒について概適するため，工温度方式がC

EAのグルノーブル研究所に設量されたパイ諏ット装置：で活発に研究され

ている。二温慶方式はクラッキングを必要としないのでエネルギー消費が

少ないのが利点だが，交換塔の数，形とも大きくなり」‘騎ス．．トが高くつく

のが欠点である。このため簡単で安価な機器の改良開発に努力．がはらわれ
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ている。

　5．　経済性

　目下，フランスでは二つのブラントを検討しているが，重水生産プラン

トの資本費は小規摸なものでも，年産丁トン当り犯O万フランを大巾に下圃

り，60～80万フラン程慶となっている。アンモニア流体中の初期叢：水

素が125pp孤以上あるならは，鷺産切00トンのア／モエア生産で翻薩物
として・の齢の生産量蝿・なくとも輔。・卜。卜する。フラ。スには

　　　　　　　　　　　／
この規模の肥料工場がゴっあるが，もし全部の工場が装置を取付ければ，

年間50G～550トンの重水を生産することになるだろう。同一エネルギー

・コストという条件のもとに，フランスでのNH3－H2プロセスとH2S－H2

0プロセスを比較すると，H2S－H20プラントの運転にキロ当り．電気と蒸

気に60～ア．0フランかかるのに対し，単一温度方式のNH3－H2　ブラン

トでは50フラン，二温慶方式では25フランですむ。維持費は稼勤部お

よ．び触媒の消耗量が多いため，NHIザH2　プロセスの方が逆に高いが町触

の聞題：は起．らない。

　乱　結．・論

　重水生産技衛の現状からすれば，H2S－H20プロセスは十分・研究された

フローシートが使えるといえる。にもかかわらず，カナダ・プラントは数

多くの新しい概念を採り入れ，その改良に努めている。電気と蒸気生産施

設に澄ける重水プラの集約化は，低コストエネルギーを可能ならしめる大

きな進農が期待できる。

　一方，NH3一冠2プロセスは，マザソガルベrプラントの順調な運転で技

術的に立証されている。今後，触媒，接触僧園などに改良が加えられよう。

　数多くのア／モニア肥料工場』を有する国に：重いて，重水生産設備を設置

．する場合には，大型のH露S－H20プラ・ンドを建設する前に，アンモニアー

水素同位体交換反応装置によって有利にスタートできると考えることは当

を得ているといえよう。
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〈高速炉〉

議長　堀　義路氏（電力量央研究所理事・）

5．　高速増殖炉開発の現状と分析

　　　　　　　　　　　　．パシフィック幽・ガス・アンド「・エレクトリヅク社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長　　S，：L．シブリ’一氏

　日本，イギリス，フランス，藪独（ベルギー，オランダ共同），イタリ

ア，ソ連，アメリカ・などの国にで，高速増殖：炉開発が遂行されているが，

いずれも七型は液体金属冷却型に集中している。

　アメリカでは政府，メーカー，電力会社が協力しあって，計画を遂行し

て酔り，特に産業界はAECを通じて政蔚の財政援助を受けるごとができ

る体制となっている。現在，畏閣5・大．メ」カーによる計画が進行している

が，GGAのみがHeガス冷却炉を，他はいずれも，　Na西部婿を手掛け

て於り，かつ多数の電力会社を資金上のスポンサーとしている。

　さらに，直証性子増殖炉である溶融塩炉の開発計画も遂行されている。

　t　騎発経験の歴史

　　ほ｝　アメリカに訟ける高速炉開発の歴史は古く丁9’40年掛より「高速」，

　　　と「熱」の中間エネルギーを持つ中性子を使用する炉研究を実施し

　　　た結果，その可能性なしとの結論に達した。同年代未より195G年

　　　・代初期に於ける関心は，

　　・①熱出力÷獅・水銀牌炉（CLE醜NT王NE，

　　　②　熱出刀てM：W・Na－K：冷却増殖実験炉（EBR－1）

　　　など高速中性子に向けられ，特に後者により④高速炉内での増殖と

　　．⑭液体金属冷却材の使用などの可能性が確認された。

　　　　熱中性子炉閥発と平行してかかる作業は遂行されてきたが，その

　　　結集，高速炉の実現可能性が確認され，従来のものより大型の二つ

　　　の高遼増殖炉プロジェクトが実施された。すなわち，一つはEBR
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　一昼（6鮎MWt騙，20蟄We》と1（う高中性乎束による照射施設であ

　り，196τ年に1転なし1で，1963』年Nゑを重れてそれぞれ臨界に

　達した。他の一bはEnrico　Fehni・炉（1最終的にほ450MWt，

　τ50MWe）で；丼乞冷却高僧増殖炉の運転可能性を突証するた：め

　のものであり，衿’65年に臨界に達した。その後，汐66年可。月

　サブ・アッセンブリー中の局部的燃料溶融旧故により蓮転中止のや

　むなきに至ったが，本年未運転再三し照射用施設として門川される

　予言とな6ている。

　　A1∋c砥19ぬ年以降，　Na冷却高速増殖炉に集中ジかつ，開発

　デンポは脚下慶的に早くなってきた。すなわち④核燃料，②物理，

　③1転技術な芝の大規樺異験丁丁が遂行されてきた。AECは現在，

　1，000瓢Weプラント設計に三巴している。これは，安全性の追求

　のため増殖：を減じた原子炉設計につながり，象た炉心はモジュラー

　型，円環型，パンケーキ型が採網されよう。

　　アメリカでは高速増殖炉開発のための三つの主要灘験施設が，

　汐60年代初期から中期にかけて実施に移された。いずれもNa冷

　却材を使用する。

　④　ZPPR　・一…　大型炉絹炉心の物理試験用

　②　FFTF　・・・…　400MWt高中性子束試験：施設であり，燃料と

　　　　　　　　　　材料の極限試験用，未完成。

　③SEFOR・一…国際共同計画の一環として操業さ’れて澄り，過

　　　　　　　　　　渡現象を終らせるドプラー勧果の実証用。

12｝　↑960年代なかばに於ける軽水炉の商業利用は，‘プルト出ウム利

　用と炉心供給についての間題を提起したのである。その結果，高速

　増殖炉1と対しゴミットしなかった：会社が計画や設計に取組み始めた。

　　5ズ原子炉メーカ＿は，かかる高速増殖姫開発計画を電力会社が

　支持することを求めばじめている。これらはたがい』に競合ずる企画

　となっている。

　（寧1．社曝約40の電力会社と，τ社ば2・Oの電力会社と，自社は
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　　　　ろ0の電力会社と，窪社は数社と，1社はガス冷却型について

　　　　40の電力会社とそれぞれ協力関係を有している）

　　、多数硲竃力会社がこれらの計画の一つ以上をサポートレている。

　（3）　アメリカではNa（またはNa－K：）以外の冷却材使用については，

　　あまり関心を持っていなかったが，しかし電力会社のなかには⑳液

　　体金属炉の運転困難性，＠Nらボイド問題から生ずる増殖率の減少，

　　0他のもっと好ましい冷却材の存在などの理由から，Naを嫌い，

　　その結果ガス冷却診よび蒸気冷却の研究も開始された。ただし現在で

　　では，ガス冷却は継続されているが，蒸気冷却は中止されている。

　　④　ガス冷却・・・…　ガス二二の設計作業は電力会社の支持を受け，

　　　　　　　　　　かつAECの資金援助を受けて、G・GAで継続

　　　　　　　　　　　されている。

　　◎　蒸気冷却・一一・蒸気冷却の設計作業は昨年次の要囲にもとづき

　　　　　　　　　　中止された。

　　　　　　　　　　q｝　プルトニウムの捕獲対分裂比問題

　　　　　　　　　　鼎　被覆耕の性能に関す．る可能性間題

　　　　　　　　　　働　経済｛生の悲観的晃通し

2，　実証炉

（1｝　メーカー，電力などの産業界は，高速増殖炉実読プラントについ

　　ては共同青任を有すると認識している。共同作業努力の一つは既述

　　の通り，液体金属増殖炉実証プラントの設計であg・，この磁究はG

　　魚W葛A1の各社で実施さ謡いる・ま拙GGAは大容量の
　　ガス冷却炉の設計研窒を遂行して澄り，つい最近④炉実験，．◎実証

　　の概念の予備設計を行なった。

　　　これらの計画には，電力会社が％00万ドノレの資鎖甚助を行なつ

　　ている。

　　④　GE社

　　0　　500MWe実証炉プラントの予備設計実施

　　O　ESADAはGE設計をペースとして五つの領域・…すなわち
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　　　　⑳燃料要素の製作知よび燃料集合体㊥燃料取扱い装竃④炉心冷

　　　　却材計器e予備制御系㊧蒸気発生器・…　でハード「・ウエアーの

　　　　開発作粟を支持している。

　　　O　ES入DAは1970年代半ばにNrYグ／卜｛に実註炉プラ∫ソ1卜建設決

　　　　定のための判断情報の提供を期待されてい’る。’

　　＠　WH社

　　　0　同社の実証’炉ブラント設計作業は，多数の電力会社で構成さ

　　　　れたグループの支持を受け「ているみ

　　　○　その作業は200～400MWe　プラント設計であり，⑳概念設

　　　計を開発し～⑭特定の重要な研究開発を決定し，∈）系の性能要

　　　　素を設定し，㊥さらにコスト惰報を得ることなどを目的とする：

　　　　もので，1970』年頃までにプラントをコミットするところまで

　　　　進められる予定である。

　　e》　AI社

　　○　多数の電力会社と共同して，560～500贋We　の実証炉プラ

　　　　ント開発計画を遂行中である。

　㊤　GGA社
　　○　電力．グループの支持と援助を受：けて，ガス冷却炉，高速：増殖炉

　　　　開発に従事してきたが，この開発努力は技術的・経済的可能性

　　　研究も含めて1，囲oMWeプラントの設計を発展させてきた』6

　（2）　デメリカでは一i基ないし二暴のNa冷却型の実証炉ブ・ラントが，

　　汐ア0年頃までにコミットざれよう。ただしコスト見積りは，設計

　　研究作業が完了するまではabaHableではない。こめ実証炉プ

　　ラント計画に要する推定コストは，’恥OO万ドル以上となり，これ

　　らの資金は電力，メーカ」のグループをスポンサーとしよう。

5　分　　析

｛1）　既述の通り，ア・メ「リカでは民蘭産業がAEICから莫大な経済的援

　　助を受けて，Na冷却型高速増殖炉を主眼とした開発計画を進行し

　　ている。
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　　高速増殖：炉の最終爵一ザーである電力会社は，一般的に商業用と

　して最も可能性ありとみなし，液体金属炉を主要開発対象とすべき

　であるとして．すでにこれに相当の投資をしているが，他方ガス冷

　却型のような他の方法にも関心を有している。ガス冷却炉の場合，

　確かに④冷却材1こ関連した：腐蝕，㊥金属学的・化学的闘麺などがあ

　るが，しかし，④オーバー・ホール，㊤修理などの問題盤，比較的

　簡単に解決されると思われるし，また，㊦運転を中止せずに燃料取

　替が可能であり，㊦金属一水原応間題もほとんど生じないと考えら

　れて解る。　　　　　　、、

②　ガス冷麺炉計画のハンディ｝キャップは比較的短くれて開始され

　たことであるが，アメリカではPSコンクリート・・ブレッシャ＿・

　ベッセルの利用澄よび大容量の炉が急速に開発されてきて知り注目

　を集めつつある。ガス概念の推進者は，⑳容易な技術蔚よび他のガ

　ス炉の経験の利用と，⑭初期の技術等を使用して，他の型の高速炉

　に追いつくことが可能であると考輿ている。もレガス炉推進者の考

　え方が閥違っていないとすれば，ここ数年間のうちにN昂とガスの

　両概念の間に鯵全なる競合的発展を見ることができるし，また，電

　力会社サイドに立てばこれら異なったアプローチは嬉ましいのであ

　る。

｛3）実証炉開発の主目的は，、④技構上，安全上，運転上の見地から全

　般的な可能性を実証すること，㊥冷込用プラントの経済面を予弔す

　るための基礎データーを提供することとにある。

　　アメリカではメ「カーは，Na冷却早世手炉は高い増殖率を得る

　ことを目的としていないが，他方電力会社は経済性を若千犠牲にし

　てもかなり高い増殖率を爽証したいと希望している。

　　低い増殖率の炉概念の技術的可能性は問題ないとしても，これでド

　は押型的に魅力ある高い増殖率の炉にいたらしめるため1こ嫉，．まだ

　多くの疑問点を残すことになろう。

（4｝　高速増殖炉の場合，熱効率は燃料費の重要な因子とはならないが，
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　　しかしプラシトの資本費をできるだけ小さく・するために重：要とな、る。

　　すなわち，熱効率が40％以上（軽水炉の場合乙。％程度）になれ

　　ば，配管系統，タービン，特にコンデンサーや冷却系統の小型・軽

　　量化が図られ，したがって資本費を低減するこ』とが可能になるから

　　である。

　｛5）　高速増殖炉のエ．ネルギー・コストはジ軽水炉に比し，第霊号甚は

　　高いが以降急激にさがり，曾80年代には軽水炉以下となり，それ

　　以後今琶紀中は漸次低下して行くと見られる。池方，軽四炉のエネ

　　ルギー・コストは，τ980年代中頃まではぼんのわずかつつ低・下し

　　て行き，その後10年闇程慶はほとんど一定となろう。

　（6）　EE王の予想によれは，もし高速増殖炉のコストが1980年頃ま

　　で1こ軽水炉と同一になるならは，1995年までに環在価値で曙5億

　　ドル程度の節約が可能となるが，また，もしかかる状態がさら齢．、

　　1985年頃まで5年闘遅延し，軽水炉しか荊用できないとすれは，

　　1995年までの節約額はわずが2億ドルに滅少するど見込んでいる。

　　したがって，高速増殖炉の実用化を促進するために大いに努力をす

　・る要がある。

　　　かかる予想は，多くの複雑な因子と仮定とにもとづいているが，

　　一つの複雛な因子例として，今後数無学に高温ガス冷却炉のような

　　新型の熱田性子炉の介入可能性があげられる。この種の炉の導入に

　　よる節約額は，高い現在価値を持ち得るものの，増殖炉に対しての

　平衡点をさらに将来に引き延ばす作用をもたらすこととなろうQし

　　たがって，実用増殖炉導入のタイミング予知はきわめてむずかしい

　　のである。

4　結　　論

　（1）　高速増殖炉の十分な開発を促進するためには，高速中性子による

　　燃料，材料の照射試験施設を持つことが基本的に必要である。

　②　高速増殖炉開発の誘困は④AECの長期的目標である天然資源の

　　完全利用を可能にし，予見し得る将来のために適当なエネルギー二
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　源を確保すること，澄よび◎民間産業が第一の責任者なのであるが，

　低コストで電力を生産することにある。

（3）　アメリカめ電力会社は，1970年代中頃までに約65，0GOMWeの軽水

　型原子力発電所を持つことになり，これに対応して年間iOトン程度

　のプルトニウムが生産されることになる。もし，高速増殖炉が発電コ

　スト面で利点があると予想されるならば，電力会社は実用高速増殖炉

　が技術的に問題なければダただちに運転してみたいという強い誘因に

　つながると考えられる。

｛4）　政府間，メーカー間，電力会社間での高速増殖炉開発に関して各国

　との緊密な協力を促進すべきである。

閉会総会

議長　松根宗一氏（日本原子力産業会議副会長）

　閉会総会に：埼いては，まず，窟士電機製造株式会社の和田粗談役が，5

寸感にわたる大会をふりかえり，その鶴象と所感をま、じえて大会の成果を

とりまとめた。ついで，松根議長が閉会挨拶にたち，本大会が所期の目的

を達し得たことは，大会準備委員．会議関係者，大会参舶老各位の尽力と

協力によるものであると述べ、満場の詠手とともに第2圃原産年次大会の

幕をとじた。
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